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第 1 章 日本の食品安全行政の現状と課題 
1. 日本の食品安全行政について 
1-1 食品リスク分析の導入 
日本国民の食を取り巻く状況は大きく変化し、昭和 40 年度にはカロリーベー
スで 73%だった自給率が、平成 25 年度には 39%まで落ち込み、供給カロリー
ベースでは世界の主要先進国の中でも最低水準となっている[1]。国内で生産す
る冷凍・加工食品の原料は輸入に頼っている場合が多く、また、国内で生産し
ている肉、乳、及び卵についても、そのために必要な飼料のほとんどが輸入に
頼っていることがカロリーベースでの食糧自給率の低下を招いている一つの要
因であるといわれている。食のグローバル化が進んでいる我が国において、諸
外国における食品安全問題は我が国の食品安全問題にも影響を及ぼしている。
例えば、1986 年にイギリスで人への感染が報告されヨーロッパで問題となって
いた牛海綿状脳症 (Bovine spongiform encephalopathy (BSE)) が、2001 年には日
本国内において初めて確認された。この原因については詳細な検証が行われて
おり、オランダ産動物性油脂を用いた代用乳の可能性は否定できないと報告さ
れた[2, 3]。また、1999 年にはドイツでダイオキシンに汚染された飼料が豚、鶏
に与えられ、その汚染がヨーロッパで問題となったが、このような諸外国で安
全上問題となった食品に対しては輸入時の監視が強化され[4, 5]、更に、2002
年には中国から輸入された冷凍ほうれん草から基準値を大幅に超える残留農薬 
(クロルピリホス) が検出された[6]。国内に目を向けると、2000 年には、大手
乳業メーカー製造の低脂肪乳等を原因とする大規模食中毒 (有症者数：14,780
人) が発生し、国民の食の安全を脅かす様々な事案が発生した[7]。 
このように、食品流通の広域化・国際化が進展する中で、我が国の食品安全
確保体制が見直され、①予防的観点に立ったより積極的な対応、②事業者によ
る自主管理の促進、③生産から消費に至る一連の過程における規制当局の連携
という視点から、食品安全基本法 (平成１５年法律第４８号) が 2003 年に公布
され、同年７月１日から、食品の安全に関するリスク評価 (食品健康影響評価) 
を行う新たな機関として食品安全委員会が設立された。これにより、食品安全
行政にリスク評価、リスク管理及びリスクコミュニケーションからなるリスク
分析手法が導入され、新たな枠組みが構築された[8]。また、一方で、2013 年に
日本食が世界無形文化遺産に登録され、日本食の海外輸出の動きも活発化して
おり、海外に向けた食品安全確保においても、国際的な食品安全スキームとの
調和が求められている。 
  
2 
 
1-2 食品リスク分析の考え方 
食品流通の国際化が進み、食品の国際貿易においては、どこで生産された食
品であっても、その生産地点において安全が確保されることが求められるよう
になった。そのような背景の中、国民の生命・身体の安全や健康の保護と自由
な貿易の推進という 2 つの目的のため、国際貿易の調和を図っている世界貿易
機関 (World Trade Organization: WTO) は、食品にかかわる貿易と人々の健康保
護措置の調和のための国際的なルールについては衛生と植物防疫措置の適用に
関する協定 (Sanitary and Phytosanitary Measures: SPS 協定) 上の国際機関である
国際連合食糧農業機関 (Food and Agriculture Organization of the United Nations: 
FAO) と世界保健機関 (World Health Organization: WHO) の合同食品規格委員
会 (Codex 委員会) におけるガイドラインや Codex 規格を尊重している[9]。 
食品リスク分析の考え方は、SPS 協定第５条 (「加盟国は、関連国際機関が
作成した危険性の評価の方法を考慮しつつ、自国の衛生植物検疫措置を人、動
物又は植物の生命又は健康に対する危険性の評価であってそれぞれの状況にお
いて適切なものに基づいてとることを確保する。」) に基づく保護措置を確保
するために、Codex 委員会において審議され、提示された作業枠組みである。
ここで、食品安全に関するリスク (Risk) とは「食品中にハザードが存在するこ
とによって、健康への悪影響が発生する確率と重篤度の関数」と定義され、ハ
ザードとは「健康に悪影響を引き起こす可能性をもった、食物のなかの生物的、
化学的、物理的な作用を引き起こす物、および食物の状態」のことをいう」と
定義されている[10]。リスク分析の最初の枠組みは、Codex 委員会 内部の作業
原則として 2003 年に提示され[11]、2006 年に各国の食品安全政府機関向けの
リスク分析の指針が提示され[10]、2007 年に政府向けのリスク分析の作業原則
が公表されている[12]。欧米では 90 年代末から 2000 年にかけてこの枠組みが
実行できるように法や行政機構の再編が検討された。欧州連合では 2000 年の
食品安全白書に提案され、2002 年の規則 (EC) No178/ 2002 に、日本では 2003 
年の食品安全基本法にリスク分析の考え方を導入した。食品リスク分析は、リ
スク評価、リスク管理、リスクコミュニケーションという３つの密接に関連づ
けられ構造化された要素からなる。 リスク評価は科学に基づくこと、リスク評
価に基づいてリスク管理を行うこと、それらの各段階において関係者が、リス
クとそれに関連する情報や意見を双方向に交換するリスクコミュニケーション
を実施することを提示している。  
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(1)リスク評価 (Risk Assessment） 
リスク評価とは、食品中に含まれるハザードを摂取することによって、どの
くらいの確率でどの程度の健康への悪影響が起きるかを科学的に評価すること
であり、ハザードの特性によりその手法も異なる。化学的要因の場合、食品添
加物や着色料などの化学物質であれば、見栄えや味の改善、栄養価維持または
改善、加工や調理を容易にするため、鮮度を保つため、または保存を容易にす
るために、少量が意図的に添加されるが、カドミウム、ダイオキシン、アフラ
トキシンなどの汚染物質のように意図せず食品に混入するものもある。また、
農薬や動物用医薬品など、一次生産に用いられる化学物質が食品に残留するこ
ともある。このような化学的要因のハザードのリスク評価では、例えば、残留
農薬や食品添加物について、動物を用いた毒性試験の結果等をもとに、人が一
生にわたって毎日摂取し続けたとしても健康への悪影響がないと推定される量
として一日摂取許容量 (Acceptable Daily Intake: ADI) 及び 24時間またはそれよ
り短時間の化学物質の経口摂取により健康に悪影響を示さないと推定される一
日当たりの摂取量として急性参照用量 (Acute Reference Dose: ARfD) を、化学
的汚染物質については耐用一日摂取量 (Tolerable Daily Intake: TDI) を設定する。
一方、ハザードが生物学的要因の場合、細菌などの微生物であれば、微生物の
増殖している食品を摂取することによる健康への悪影響が発生する可能性を評
価する。食品中の微生物ハザードは食品が消費されるまでの過程で何度も増殖、
死滅を繰り返し、その汚染量は継続的に変化する。また、食品中に均等に存在
することは少なく、さらに、病原体はフードチェーンの多くの箇所で混入する
ことが考えられるので、微生物リスク評価では農場から消費までの全過程を検
討する必要があり、食品流通の特定の箇所に焦点を当てる化学的リスク評価に
比べ、微生物学的リスク評価は複雑になる。また、微生物リスク評価は化学的
リスク評価と比較して、データギャップや不確実性が高い傾向も見られる[10]。 
 
(2)リスク管理 (Risk Management) 
リスク評価の結果を踏まえて、すべての関係者と協議しながら、技術的な実
行可能性、費用対効果、国民感情など様々な事情を考慮した上で、リスクを低
減するための適切な政策・措置 (規格や基準の設定など) を決定、実施するこ
とである。化学的汚染物質に関して、リスク評価では耐容一日摂取量 (TDI) な
ど、耐容摂取量を推定し、リスク評価およびその他の要因を考慮して、最大レ
ベルを定め、これが規制上の上限とする。食品添加物や残留農薬、残留動物用
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医薬品に関しては、リスク評価により得られた一日摂取許容量 (ADI) および添
加物に関する適正製造規範、農薬に関する適正農業規範、動物用医薬品の使用
に関する適正規範に基づいて、食品添加物の最大レベルや残留農薬、残留動物
用医薬品の最大残留レベル (Maximum residue level: MRL) を定める。 
微生物リスクについては、2007 年に CODEX 委員会は微生物学的リスク管理
についてのガイドライン[13]を策定し、リスクに基づく (risk-based) 考え方によ
る新たな概念を導入し、微生物規格基準を設定することによって人へのリスク
がどのくらい軽減するかを考え、その結果、食中毒患者が何人位減らせるかを
実際に計算して予測しながら、微生物規格基準を設計するという考え方を示し
た。この考え方の基本となるのは、WTO による SPS 協定に示される「適切な
保護の水準 (Appropriate level of sanitary or phytosanitary protection: ALOP)」であ
る。食品衛生についていえば、ALOP は人の公衆衛生上の目標値であり、単位
人口あたりの年間発症者数など客観的に把握できる数値として表現される。
ALOP を食品に適用する場合には、食品中の病原微生物の汚染実態を把握する
必要がある。つまり、食品中の病原微生物について、実際に測定や検証が可能
であり、食品中の微生物を汚染率や濃度として表す必要がある。そのため、微
生物学的リスク管理のガイドラインでは、新たな数的指標として、摂取時安全
目標値 (Food Safety Objectives: FSO)、達成目標値 (Performance Objectives: PO)、
達成基準 (Performance Criteria: PC) という 3 つの概念を導入し、微生物のリス
ク管理の数的指標を「消費時点での食品中のハザードの汚染頻度と濃度であっ
て、その食品を摂食した結果としての健康被害が ALOP を超えない最大値 (仮
訳)」と定義し、フードチェーン各段階における管理の PO 及び PC を設定する
必要があるとしている。 
 
 (3)リスクコミュニケーション (Risk Communication) 
 リスク分析の全過程において、リスク管理機関、リスク評価機関、消費者、
生産者、事業者、流通、小売りなどの関係者がそれぞれの立場から相互に情報
や意見を交換することであり、リスクコミュニケーションを行うことで、検討
すべきリスクの特性やその影響に関する知識を深め、リスク管理やリスク評価
を有効に機能させることができる。 
リスクコミュニケーションは公的機関や専門家から市民へ一方向に行うので
はなく、関係者の間で双方向に行うことが求められ、また目的を説得におくの
ではなく、相互理解におくべきだとされる[14, 15]。 
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2.  食中毒による健康被害の把握 
食品リスク分析において、食品安全上の問題を迅速かつ正確に探知し、把握
することから始まる。食中毒による健康被害の把握は、諸外国においても容易
ではなく、様々な工夫をしながら、その把握に取り組んでいる。ここでは、日
本及び諸外国の状況を整理した。 
 
2-1 日本 
わが国の食品に由来する健康被害は、「食品衛生法」と「感染症の予防及び
感染症の患者に対する医療に関する法律」に基づき報告され、政府によりそれ
ぞれの法の目的にしたがって集計され、統計値が公表されている。しかし、ど
ちらの法律による統計も、患者の実数を把握することを目的とするものではな
い。 
 
（１）厚生労働省食中毒統計について 
 厚生労働省食中毒統計は、食品衛生法第 58 条から第 60 条までの規定、並び
にこれらの規定に基づく政省令、及び「食中毒処理要領（昭和 39 年(1964 年)
環発第 214 号厚生省環境衛生局長通知）」等の関係通知に基づき、都道府県、
保健所を設置する市及び特別区 (以下「都道府県等」) において実施された食
中毒調査結果をまとめたものであり、食中毒患者等の発生状況を的確に把握し、
食品衛生対策の基礎資料を得ることを目的として作成されている。統計の作成
にあたっては、必要に応じて、食中毒統計に記載する病因物質も追加されてい
る。1952 年のスタート時は、サルモネラ属菌 (Salmonella sp.)*1、黄色ブドウ球
菌 (Staphylococcus aureus)、その他の細菌、化学物質、自然毒であったが、1954
年にボツリヌス菌 (Clostridium botulinum)が、1961 年には腸炎ビブリオ(Vibrio 
parahaemolyticus)が、1963 年には病原大腸菌が、昭和 57 年にはナグビブリオ 
(non-agglutinable Vibrio cholerae)、カンピロバクター・ジェジュニ /コリ
(Campylobacter jejuni/coli)、ウェルシュ菌 (Clostridium perfringens)、セレウス菌 
(Bacillus cereus)、エルシニア・エンテロコリチカ (Yersinia enterocolitica (腸炎エ
ルシニア)) が、1997 年には腸管出血性大腸菌 (Enterohemorrhagic Escherichia 
coli: EHEC)、小型球形ウイルス、その他のウイルス、A 群溶血性レンサ球菌 
(Group A Streptococcus)、クリプトスポリジウム (Cryptosporidium spp.)が、1999
年にはコレラ菌 (Vibrio cholerae)、赤痢菌 (Shigella spp.)、チフス菌 (Salmonella 
enterica subsp. enterica serovar Typhi)、パラチフス菌 (Salmonella enterica subsp. 
*1 Salmonella sp.: 説明がない場合は、チフス菌(Salmonella serovar Typhi)、パラチフス菌(Salmonella. serovar 
ParatyphiA)は除く 
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enterica serover Paratyphi A)も食中毒統計に記載されることとなった。さらに、
2003 年には学会等の動向を踏まえウイルス性食中毒の内、ノロウイルス
(Norovirus)が個別に集計されることとなった。1997 年には C. jejuni/coli 等によ
る患者 1 人の食中毒事件が多数報告されるようになったことを背景に、1998 年
より、患者 2 人以上の事例と患者 1 人の事例を区別して掲載されるようになっ
た[16]。 
食中毒統計によると、食中毒の事件数は 1998 年をピークにおおむね減少傾向
を示しており、近年では、事件数は 1,000 から 2,000 件、患者数は 20,000 人か
ら 30,000 人程度で推移している。食中毒による死者数は 2009 年、2010 年は 0
人であったが、2011 年、2012 年は 11 人となっている。食中毒の原因としては、
従前から C. jejuni/coli や Salmonella sp.などの細菌が大半を占めているが、近年
ではノロウイルスなどのウイルスによる事例が増加している。特にノロウイル
スによる食中毒については、2005 年以前の患者数は年間 1 万人前後であったが、
2006 年には 2 万人を超える患者が報告された。全体として減少傾向にあるが、
2000 年に発生した低脂肪乳の S. aureus による食中毒事例では患者数が 20,000
人に達するなどの大規模な食中毒となり、更に、食品の広域流通化により、複
数の自治体に関連する広域散発食中毒事例の発生が見受けられるようになって
いる[16, 17]。 
 
（２）厚生労働省感染症情報について 
伝染病予防法が見直され、1999 年４月に施行された「感染症の予防及び感染
症の患者の医療に関する法律 (以下、「感染症法」)では､感染症の発生状況お
よび動向の把握、さらに、その原因調査のため、医師の届出に基づくサーベイ
ランスシステムが強化された。現在、感染症サーベイランスは、病原体検出報
告と患者発生報告から成り立っており、国立感染症研究所感染症疫学センター
が中央感染症情報センターとしての業務を担当しており、全国の地方衛生研究
所、検疫所等から報告された病原体検出報告、および都道府県等の保健所から
報告される患者発生届出について、集計・解析・評価し、これらの情報を情報
提供機関に還元するとともに、公衆衛生関係者、国民への情報発信を行ってい
る[18, 19]。 
 
（３）日本における食中毒による健康被害の推計 
 日本においては、食中毒患者を対象とした疫学調査が全国的に実施されたこ
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とはない。窪田・春日ら[20, 21]が、宮城県の臨床検査機関から入手した検便検
査結果をもとに、下痢、嘔吐などの食中毒症状を示した方の医療機関受診及び
検便検査実施に関する全国電話住民調査データを確立分布モデルに適用し、医
療機関受診率や検便実施率を求め、宮城県における 5 年間分 (2005 年から 2009
年) の急性胃腸炎患者数を推定した。更に、全国の人口比を適用し、C. jejuni/coli、
Salmonella sp.、及び V.parahaemolyticus よる全国の急性胃腸炎患者数を推計した。 
 
2-2 オランダ 
オランダ食品消費者製品安全庁 (Food and Consumer Product Safety Authority: 
NVWA) とオランダ感染症管理センターに登録された食中毒のアウトブレイク
情報、1998 年から 1999 年にかけて実施した Dutch community based cohort study 
(SENSOR) 及び 1996 年から 1999 年にかけて Dutch General Practice cohort study 
(NIVEL) を基に、その後の人口増、年齢構成の変化を考慮し、食中毒による健
康被害を障害調整生存年 (DALYs) で公表している。オランダ国立公衆衛生環
境研究所 (RIVM) が食中毒による健康被害の推計に関する一定の手法を確立
し、2008 年の食中毒による健康被害を 2010 年に公表し、その後、毎年公表し
ている[22-29]。 
2011 年については食品、環境、動物およびヒトを介して伝播する 14 種類の
腸管病原体について推計し、2013 年 6 月に公表した。それによると、14 種類の
腸管病原体による総実被害は、2010 年の 14,900 DALY から 2011 年には 13,900 
DALY に減少した。総実被害のうち食品由来による実被害は 6,440 DALY から
6,230 DALY に減少した。疾患実被害の減少は、Salmonella sp.、ロタウイルス 
(Rotavirus)、Norovirus および A 型肝炎ウイルス (Hepatitis A virus) 関連の疾患
発生数が減少した結果であり、カンピロバクター腸炎の発生数は 2011 年も増加
が続いた。ノロウイルス感染症の発生数については、2011 年は 2010 年より減
少したが、2001～2011 年を全体で見ると増加傾向が観察されたと報告されてい
る[30]。 
 
2-3 イギリス 
Infectious Intestinal Diseases 調査(IID 調査)を実施し、食中毒による健康被害を
推計している (第 1 回は 1993 年から 1996 年にかけてイングランドにおいて実
施し、第 2 回は 2008 年～2009 年にかけて英国全土で実施)。2011 年 9 月に発表
された英国食品基準庁 (UK Food Safety Agency: UK FSA) の感染性胃腸疾患事
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例に関する第 2 回全国調査 (IID2) の最終報告書によると、全人口の約 4 分の 1 
(最多で 1,700 万人) が 1 年に 1 回 IID を罹患していると推定された。毎年全人
口の約 2%が IID の症状で一般開業医を受診しており、総診察回数は年間 100
万回と推定される。一般開業医を受診した IID 患者から提出された便検体で最
も一般的に検出された微生物は、Norovirus (12.4%)、C. jejuni/coli (13%)、
Sapovirus (8.8%) および Rotavirus (7.3%) であった。また、全国サーベイランス
に報告される英国の IID 患者 1 人につき、医療機関受診者数は約 10 人、実際の
患者数は 147 人であると推定された[25, 31-35]。  
 
2-4 米国 
1995 年以降、The foodborne diseases active surveillance network (FoodNet) を構
築し、10 州における 650 以上の臨床検査機関での検査結果の収集、無作為に医
療機関及び住民を抽出し、医療機関での実態調査及び住民を対象に下痢の発生
頻度や医療機関の利用頻度に関する電話調査を実施し、食中毒の患者数を推計
している[36,37]。2011 年に米国疾病予防管理センター (US Centers for Disease 
Control and Prevention: US CDC) は、毎年およそ 6 人に 1 人 (約 4,800 万人) の
米国人が食中毒により入院した患者数は約 128,000 人であり、約 3,000 人が死亡
するという推定を報告した。また、能動的サーベイランス (active surveillance)、
受動的サーベイランス (passive surveillance)、およびその他のデータから、米国
では毎年主要な 31 種類による食中毒患者が 940 万人 (90%信用区間 (90% CrI) 
[660～1270 万人])、入院患者が 55,961 人 (90% CrI [39,534～75,741]) および死亡
者 1,351 人 (90% CrI [712～2,268]) が発生していると推定し、最も多い病因物質
はノロウイルスで (58%)、次いで Salmonella sp. (11%)、C. perfringens (10%)、
Campylobacter spp. (9%）であり、入院患者では多い順に、Salmonella sp.（35%）、
Norovirus (26%) 、 Campylobacter spp. (15%) およびトキソプラズマ原虫
（Toxoplasma gondii） (8%) と報告した。更に、死亡者では多い順に Salmonella 
sp. (28%)、T. gondii (24%)、リステリア (Listeria monocytogenes) (19%) および
Norovirus (11%) であること、残りの約 3,800 万人については病因物質が不明で
あり、これにはデータ不足により推定が不可能な既知の病因物質、食中毒の病
因として認識されていない既知の病因物質、未知の病因物質などが含まれるこ
とを報告した[25,38,39]。なお、米国同様、臨床検査機関での検査結果やその他
のサーベイランスデータを活用して食中毒による健康被害を推計する試みは、
カナダ、オーストラリア、ニュージーランドにおいても行われている[40-45]。
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3. 消費者のリスク認知とリスクへの態度の理解に関する取組 
食品リスク分析の要素の 1 つであるリスクコミュニーションについて、日本
及び諸外国の取り組みについて整理した。 
 
3-1 日本の状況 
人の社会的行動を予測・説明するための仮説的構成概念の 1 つとして、「態
度」という概念が用いられている[46, 47]。専門家の科学的なリスク評価(リスク
認知)と、市民の心理的なリスク評価（リスク認知）には大きなズレがあり、そ
れはリスクへの態度（リスク受容）にも影響を及ぼすと報告されている[15,48]。
そのため、リスクコミュニケーションにおける相互理解、リスク管理措置や政
策立案にあたっては、消費者のリスク認知や態度の特性を知り、考慮する必要
があるといわれており[49, 50]、様々な形で消費者のリスク認知等についての調
査が行われている。 
平成 21 年に、消費者の権利の尊重及びその自立の支援などの基本的理念にそ
って、消費者が安心して安全で豊かな消費生活を営むことができる社会の実現
に向けて活動する行政機関として消費者庁が設置された。消費者庁は食品リス
ク分析の一要素であるリスクコミュニケーションの調整機関としての役割も果
たすこととなり、食品中のリスクについて関係省庁と連携をとりつつ、情報提
供を行っている。東日本大震災後の食品中の放射性物質については、食品中の
放射性物質等に関する消費者の意識調査を平成 25 年 2 月、8 月、平成 26 年 2
月と継続的に実施し、公表している[51]。食品安全委員会では、食品安全モニ
ター（約 470 名の消費者）に対して、定期的なアンケート調査を実施し、消費
者の食品安全に関する意識調査を実施している[52]。内閣府は消費者行政の推
進に関する世論調査を定期的に実施し、消費者の消費者問題に対する関心分野
や情報の入手方法も調べられている。平成 26 年 1 月の調査では、この 1，2 年
くらいの間に生じた消費者問題について関心があると答えた約 74% (1,315 人)
にどの分野の消費者問題に関心があるかを聞いたところ、「食中毒事故や食品
添加物の問題などの食品の安全性について」をあげたものの割合が 81.7%であ
り、平成 20 年 10 月の調査の際の 88.8%よりも低くなっているが、食品安全問
題に対する高い関心が示されていた[53]。その他、食品安全委員会、厚生労働
省などにおいても、調査研究が行われている。食品安全委員会では、平成 20
年度に「リスク認知の形成要因等に関する調査（受託調査会社：株式会社ノル
ド社会環境研究所）が行われ、厚生労働省では「行動科学に基づく対象者別リ
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スクコミュニケーション手法の開発と評価(研究代表者：吉川肇子、平成 23 年
度から平成 25 年度)が実施され、更に、文部科学省では「食品リスク認知とリ
スクコミュニケーション、食農倫理とプロフェッションの確立 (代表者：新山
陽子、平成 23 年度から平成 27 年度予定)」が実施され、それらの結果が公表さ
れている[54-56]。 
 
3-2 欧州食品安全機関（European Food Safety Authority: EFSA） 
欧州食品安全機関（EFSA）は、欧州委員会とは法的に独立した機関として
2002 年 1 月に設立された。食品の安全性に関して、欧州委員会など食品のリス
クに関する科学的な助言とコミュニケーション手段を提供している[57]。EFSA
は、効果的コミュニケーションには対象者(消費者等)を理解することが重要な
ステップであるという認識から、リスク及びベネフィットのコミュニケーショ
ンの認識について検討するため、EU の出資により、9 か国 14 パートナーから
なる FoodRisC プロジェクトを 3 年半にわたって行い、その成果を 2013 年 9 月
に開催された EFSA の会合において報告した[58]。このプロジェクトは、5 つの
分野（①食品のリスク/ベネフィットの特性に関する研究、②リスクとベネフィ
ットのコミュニケーションにおける新たなソーシャルメディア(ブログ、Twitter、
facebook 等)の役割に関する研究、③不確かの情報に対する消費者の反応に関す
る研究、④リスク/ベネフィットコミュニケーションデザインに関する妥当性に
関する研究、⑤ステークホルダーに対する実質的なベネフィットを提供するた
めに考慮される消費者認知を形成する手法に関する研究）から構成されている。
例えば、②の研究分野ではブログや Twitter などのソーシャルメディアがますま
す重要なコミュニケーションツールになりつつあることが示され、ソーシャル
メディアの利用者は従来から広く使われているメディア（新聞、テレビ、イン
ターネットの検索サイトなど）の利用者より非常に早く反応し、そして同時に
速やかに興味を失うことが報告されている。また、ソーシャルメディア利用者
が増加し、人々がオンラインで過ごす時間が有意に長くなっていることから、
リスク情報を発信する側はソーシャルメディアで誰がどのようなことを言って
いるかを監視することにより、消費者の認識による知見が得られ、起こりそう
な問題や現在議論されている問題を検出することが出来ることも示唆している。
しかしながら、食品のリスクやメリットに関する消費者の「検索」行動につい
て理解するために実施した調査（ヨーロッパ 9 ヶ国で 6,000 人以上の消費者を
対象とした調査）では、消費者は食品の問題についてはテレビや新聞から最も
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多くの情報を入手し、google 等の検索エンジンが活用されていることがわかり、
従来から広く使われているメディアの役割が大きいと報告している。また、消
費者への食品のリスク及びベネフィットの理解についての定量研究では、専門
家や食品関係者はしばしば食品のリスクを「必ずしも避けることができるとは
限らない」事態と認識しているのに対して、消費者は食品のリスクを「避けら
れるし、避けるべきだ」と感じていることがわかったと報告されている。 
 
3-3 イギリスの状況 
英国食品基準庁（UK/FSA）は、食品に関する消費者の意識調査を年 2 回実
施している。2014 年 2 月に、2013 年 11 月の調査（英国の成人 2,509 人を対象
に対面・オムニバス形式で実施）の結果が報告されている[59]。2010 年 11 月に
第 1 回調査が行われて以来、2013 年 11 月の調査は第 7 回となる。調査報告に
よると、食品安全上の問題のうち回答者が最も高い関心を示したのは、外食時
の食品衛生（36%）であり、次いで、食品への添加物の使用（26%）、および
Salmonella sp.や大腸菌などによる食中毒（26%）であった。安全面以外の問題
も含めると、最も関心が高かったのは、食品の価格（60%）、食品の廃棄（50%）、
および食品中の塩分量（44%）の各問題であった。 
2010 年から 2015 年の食中毒患者を減少させるための戦略において、家庭に
おける食中毒患者数を減らすことが最重要項目としてあげられており、その対
策を検討するために消費者の食品安全に関する家庭での行動に関する調査
(Kitchen Life 調査)が行われた[60]。この調査は Hertfordshire 大学が 2011 年 11
月から 2013 年 7 月に実施した。調査対象者が報告するのではなく、実際、消費
者が行っている行動を調査するものであり、調査対象者 (60 歳未満(妊婦を含
む)及び 60 歳以上の消費者を対象に 20 軒を調査対象とした) の自宅の台所の見
学、状況観察、ビデオ観察、非公式の聞き取り調査などを含む様々な定性的な
手法が使用された。これらの調査により、手指の洗浄、交差汚染の防止、適切
な冷蔵・加熱が重要であることが確認された。 
 
3-4  その他 
 ドイツ (リスク評価研究所(Bundesinstitut fur Risikobewertung: BfR)、オランダ
(食料及び生産物担当庁 (Voedsel en Waren Autoriteit: VWA))、米国 (食品医薬
品庁 (Food and Drug Administration: FDA))、カナダ (食品検査庁 (Canadian 
Food Inspection Agency: CFIA))、オーストラリア・ニュージーランド (オース
12 
 
トラリア・ニュージーランド食品基準庁 (Food Standards Australia New Zealand: 
FSANZ)など、各国においても、消費者の食品のリスクやベネフィットに関す
る意識調査を実施している[61]。  
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4. 食品リスク分析に基づいた政策立案を推進するための課題 
 日本学術会議農学委員会・食料科学委員会・健康・生活科学委員会が食品リ
スク分析を支える研究の発展における課題を抽出し、「わが国に望まれる食品
安全のためのレギュラトリーサイエンス」という提言をまとめている。本稿に
おいては、この提言を参考に、我が国における食品リスク分析の現状を俯瞰す
るとともに、諸外国の食品安全に関する取り組み状況を踏まえ、食品リスク分
析に基づいた政策立案を推進するための課題を抽出した。 
 
4-1 食中毒による健康被害を把握するための疫学基盤の確立 
食中毒の事件数は 1998（平成 10）年をピークにおおむね減少傾向を示してお
り、近年では、事件数は 1,000 から 2,000 件、患者数は 20,000 人から 30,000 人
程度で推移している。食中毒による死者数は 2009（平成 21）年、2010 年は 0
人であったが、2011 年及び 2012 年は 11 人であった。これは 2011 年には焼き
肉店による EHEC O111:H8 及び O157:H7 による食中毒が、2012（平成 24）年
には、浅漬けを原因とする EHEC O157:H7 による食中毒が発生したことによる。
食品流通の広域化により、ある食品を原因とした複数県にまたがる大規模食中
毒の発生もみられるようになっている[16]。 
食品のリスク管理では、食品安全上の問題を迅速かつ正確に把握することが
求められているが、わが国の食品に由来する健康被害は、「食品衛生法」及び
「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」に基づき報告さ
れ、政府によりそれぞれの法の目的にしたがって報告が集計され、統計値が公
表されているが、どちらの法律による統計も実被害患者数を把握することを目
的とするものではないため、食中毒による健康被害を把握するために疫学基盤
は確立する必要がある。食中毒による健康被害を把握することにより、科学的
根拠に基づいた施策の優先順位付けが可能となる。 
 
4-2 障害調整生存年(DALYs)の指標値としての活用 
2007 年から、世界の疾病負担研究 (Global Burden of Diseases, Injuries, and Risk 
Factors Study、GBD 2010) (米国ワシントン大学保健指標・保健評価研究所
（Institute for Health Metrics and Evaluation: IHME） を事務局とした、東京大学
大学院医学系研究科、豪州クイーンズランド大学、米国ハーバード大学公衆衛
生大学院、米国ジョンズ・ホプキンス大学ブルームバーグ公衆衛生大学院、英
国インペリアル・カレッジ、WHO の 7 つの機関の共同研究)」が行われ、各国
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の疾病負担について複数の疾患や危険因子を全て同時にかつ包括的に分析され
ている[62]。疾病負担の指標として障害調整生存年 (disability-adjusted life years: 
DALYs) が用いられている。DALYs は時間を共通の単位とし早死による生命損
失年数と障害を抱えて生存した年数を用いることで死亡と障害を加算し疾病に
よる負担を包括的に示すものである[63]。DALYs は現在の健康状態と理想的な
健康状態（健康なまま疾病も無く寿命を全うする）とのギャップを示し、1DALY
は健康な 1 年の損失と考えることができる。DALYs は、死亡による負担と致命
的ではないが多大な障害を引き起こす疾病による負担の加算ならびにそれらの
直接の比較を可能にしている。現在、日本では食中毒による健康被害は患者数
と死亡者数で評価されている。DALYs を用いることにより、食品中のあるハザ
ードによる健康被害を急性胃腸炎症状のみだけでなく、その続発性疾患による
健康被害も含めた健康時間の損失として、あるハザードによる食中毒による健
康被害を評価することが可能となる。 
GBD study において、各種疾病負担の指標として DALYs を用いるという取り
組みがある中で、WHO では、2006 年に設置した「食中毒に関する諸問題を疫
学的見地から検討するための疫学リファレンスグループ (The WHO Foodborne 
Disease Epidemiology Reference Group: WHO/FERG)で食中毒による健康被害を
疫学的に推計する手法の検討、各国における食中毒患者の疫学的知見の評価及
び食中毒対策の優先順位決定における指標 (metrics) に関する分析・検討を行
っており、食中毒による健康被害の指標として DALYs を用いることを検討し
ている[64]。ギリシャやニュージーランドなどでも、食中毒による健康被害を
DALYs で推計する研究が行われている[45, 65-67]。今後、食中毒による健康被
害の指標としての DALYs の活用が広まれば、国際貿易において、日本の食品
微生物に関連する規格基準の科学的根拠を示す一つの指標値としての意義が高
まることが予想されることから、DALYs を用いた食中毒による健康被害の推計
を可能とする必要がある。 
 
4-3 消費者の食品のリスク認知とリスクへの態度の理解の促進 
リスクコミュニケーションにおける相互理解、リスク管理措置や政策立案に
当たっては、消費者のリスク認知や態度の特性を知り、考慮する必要があると
いわれており、様々な調査・研究が行われており、継続的な調査研究により、
消費者のリスク認知とリスクへの態度を把握することが求められている。食品
由来の健康リスクの中でも重要な食中毒リスクと食中毒予防については、都道
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府県と協力しつつ、WHO が作成した「食中毒予防に関する 5key」等を活用し
[68]、リスクコミュニケーションを行っている。しかしながら、家庭内での食
中毒は依然として発生しており、消費者の食中毒の原因ハザードのリスク認知
とリスクへの態度を把握し、食中毒予防行動に影響を及ぼす要因を探索し、効
果的なリスクコミュニケーションプログラムを検討する必要がある。 
 
4-4 広域散発食中毒事例の探知の強化 
 各都道府県による食中毒調査の対象となった場合は、保健所における調査の
結果が厚生労働省を通じて全国の自治体に共有されるが、散発的に発生してい
る事例については、その被害の探知や原因究明はきわめて困難である。しかし
ながら、国立感染症研究所が運用しているパルスネットジャパンにより EHEC
については、その遺伝子型から各地で散発して発生している事例の共通の感染
源を突き止めることも可能となっている。患者発生情報及び病原菌検出情報の
双方から、広域散発食中毒事例を探知するシステムを確立する必要がある[16, 
69]。 
 
4-5 食品供給全行程における統一的な対応の促進 
食品供給行程における食品中のハザードの検出データは、リスク管理、リス
ク評価において重要な情報であり、食品中の病原微生物の検出方法について国
際的な整合性を図りつつ、食品中のハザードに関するデータを蓄積することが
求められている。特に病原微生物の管理においては、食品供給工程における各
段階で汚染状況を把握することが、その後、発生しうる健康被害を予測し、そ
の発生を未然に防止することにもつながるものである。従って、食品中のハザ
ードに関するデータの蓄積の重要性について、関係者間で十分に認識する必要
がある[70]。 
 
4-6 リスク管理措置の費用対効果分析の導入 
 食品のリスク管理措置は、生産者、食品製造者、食品流通業者、小売店、飲
食店等、食品供給行程に係わる全ての事業者が自らの判断で行うものであるが、
行政におけるリスク分析の結果、提示された基準値や食品製造工程における食
品衛生管理規範などは、食品等事業者に導入することを求めるものであり、そ
の管理措置の導入を円滑に実施するために、管理措置の決定過程、リスク低減
効果及び社会的な費用削減効果を示す必要がある[71]。 
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4-7 緊急事態への対応におけるリスク分析の強化 
2011（平成 23）年には東日本大震災に伴う東京電力福島第一原子力発電所の
事故により、食品中の放射性物質が新たな食品のハザードとして認識された。
近年の世界的な日本食ブームや日本食品の高品質で安全であるといったイメー
ジから、日本産食品の需要が拡大していたが、東京電力株式会社福島第一原子
力発電所での事故の発生に伴い、輸出相手国での日本産食品の検査強化や輸入
禁止などの措置により輸出が制限又は禁止された。国内の消費者からも食品中
の放射性物質の検査強化が求められ、基準値以内であっても、被災地周辺で生
産された農産物の購入を躊躇する傾向が見られた[72, 73]。消費者庁、食品安全
委員会等の調査において、事故後 3 年が経過し、消費者が政府の食品中の放射
性物質に関するリスク管理措置に満足していて、食品中の放射性物質のリスク
を高く捉えていない状況であるにもかかわらず、被災地産の食品の購買行動が
原子力発電所事故前に戻らないことを報告されている[74, 75]。WHO は突発的
な食品汚染事故が発生時の十分な状況がない状況の中においてもハザードに関
するリスクの特性を正確にかつ分かりやすく消費者に伝えることがリスク管理
機関に対する消費者の信頼を得ることにつながり、その後の風評被害の防止に
よる社会経済的打撃を抑えると報告している[76]。我が国においては、緊急事
態におけるリスク分析の強化が求められている。  
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第 2 章 研究目的 
第 1 章においてリスク分析に基づいた政策立案を推進するための 7 つの課題
を抽出した。本研究では、食品由来の健康リスクの中でも重要な病原微生物に
よる食中毒リスクを対象に、第 1 章で抽出された 4-1、4-2、4-3 に対応した以下
の研究を実施した。 
 
1. 我が国における食中毒による健康被害推計モデルの構築 
調査研究 1 食中毒患者の感染源寄与率及び食品寄与率の推計 
調査研究 2 食中毒による健康被害（障害調整生存年 (DALYs)）の推計 
 系統的レビューによる続発性疾患への移行の割合 
 障害調整生存年 (DALYs)を指標値とした被害の推計 
 
食中毒による健康被害を把握することは、食品由来のハザードによる健康リ
スクの管理の第一段階であり、より正確な把握が求められている。そこで、本
研究では、食中毒による健康被害を推計する疫学的基盤を推進するために、食
中毒患者の感染源寄与率及び食品寄与率の推計手法及び食中毒患者の実被害患
者数を推計する手法を検討するとともに、食品由来のハザードによる健康リス
クを急性胃腸炎疾患としてのみとらえるのではなく、引き続いて発症する疾患
も含めた包括的な健康被害を推計する手法を検討する。包括的な健康被害の指
標として障害調整生存年 (DALYs)を用いた。 
 
2. 食品由来ハザードのリスク認知とリスクへの態度 
調査研究 3 食品由来ハザードのリスク認知とリスクへの態度 
家庭で発生する散発食中毒の予防では、フードチェーン・アプローチにおけ
る最終ステージである消費者へのリスクコミュニケーションが重要であり、効
果的なリスクコミュニケーションには対象者 (消費者)のリスク認知とリスク
への態度を理解することが求められている。そこで、本研究では、家庭での食
中毒を防止する上で重要な役割を果たしている消費者に対する効果的な食中毒
リスクに関するリスクコミュニケーションを検討するための基礎データを得る
ために、消費者の食品由来ハザードに関するリスク認知とリスクへの態度を把
握し、食品安全に関するリスクコミュニケーションを実践している食品衛生監
視員と消費者のリスクに対する認識の違いを把握するとともに、消費者の食中
毒予防行動に影響を与える要因を探索する。  
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第 3 章 研究計画 
本研究は、東京大学農学生命科学研究科 関崎勉教授を代表者とする JRA 畜
産振興事業「畜産物の安全に関するリスクコミュニケーション事業等 (平成 23
年度～平成 25 年度)」及び東京大学医学系研究科 渋谷健司教授を主任研究者
とする厚生労働科学研究「食品安全行政における政策立案、政策評価手法等に
関する研究 (平成 23 年度～平成 25 年度)」の一環として実施した。本研究は、
以下の 3 つの調査研究から構成されている。本研究における筆者の役割を記す。 
 
1. 我が国における食中毒による健康被害推計モデルの構築 
調査研究 1 食中毒患者の感染源寄与率及び食品寄与率の推計 
調査研究 2 食中毒による健康被害 (障害調整生存年(DALYs))の推計 
2. 食品由来ハザードのリスク認知とリスクへの態度 
調査研究 3 食品由来ハザードのリスク認知とリスクへの態度 
 
調査研究１においては、調査対象専門家、調査票の作成、送付、調査表の回
収と回答の集計専門家への調査表のアンケート対象の選定及び送付、アンケー
トの回答の集計と分析を担当した。調査対象専門家の選定及び調査票の作成に
おいては、関崎勉教授、渋谷健司教授、東京大学大学院医学系研究科 大田え
りか准教授 (現：国立成育医療研究センター政策科学研究部)、国立医薬品食品
衛生研究所安全情報部 春日文子部長、同安全情報部第一室長 窪田邦宏室長、
山口大学大学院 豊福肇教授、九州大学大学院 大西俊郎准教授から助言・協
力を得た。 
調査研究２においては、各種統計データの収集、急性胃腸炎罹患者数及び食
中毒による健康被害の推計を担当した。食中毒による健康被害推計モデルの設
計では、関崎勉教授、渋谷健司教授、東京大学大学院医学系研究科 池田奈由
助教 (現：独立行政法人国立健康・栄養研究所国際産学連携センター)、同医学
系研究科 大田えりか准教授 (現：国立成育医療研究センター政策科学研究部)、
スチュアート・ギルモー助教、ビラノ・ヴァー氏、九州大学大学院経済学専攻 
大西俊郎准教授、国立医薬品食品衛生研究所安全情報部 春日文子部長、同安
全情報部第一室 窪田邦宏室長、同安全情報部 天沼 宏氏、同食品衛生管理
部 百瀬愛佳博士から助言・協力を得た。 
調査研究３においては、食品衛生監視員を対象としたアンケート調査票の作
成及びデータ集計と解析、及び、消費者を対象とした食品安全に関するインタ
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ーネット調査のうち、食中毒に関する成績の集計と解析を担当した。インター
ネットアンケートの実施及び調査成績の解析については、 関崎勉教授、東京大
学大学院農学生命研究科 細野ひろみ准教授から助言を得た。  
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第 4 章 我が国における食中毒による健康被害推計モデル 
 
  本章の内容は、学術雑誌論文として出版する計画があるため公表できない。5 年以内に
出版予定。 
 
 
第 5 章 食品由来ハザードのリスク認知とリスクへの態度 
 
 本章の内容は、学術雑誌論文として出版する計画があるため公表できない。5 年以内に
出版予定。 
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第 6 章 まとめ 
食品リスク分析に基づいた政策立案を推進するために、食品由来の健康リス
クの中でも重要な食中毒リスクを対象に、「我が国における食中毒による健康被
害推計モデルの構築」及び「食品由来ハザードのリスク認知とリスクへの態度」
に取り組み、以下の成果を得た。 
 
6-1 我が国における食中毒による健康被害推計モデルの構築 
本研究では、食中毒による健康被害をより正確に把握するため、食中毒統計
では報告されていない散発食中毒事例も含めた健康被害を推計し、更に、従来
の病原微生物による食中毒による健康被害としてとらえられている急性胃腸炎
疾患としてだけではなく、その後に発症する ReA、IBD、GBS、HC、HUS も含
め、DALYs として示すためのモデルを構築した。その結果、C. jejuni/coli、
Salmonella sp. 、及び EHEC による食中毒による健康被害（DALYs）を推計し、
2011 年は、C. jejuni/coli は 6,099 DALYs (6,003 YLDs, 96 YLLs) であり、
Salmonella sp.は 3,145 DALYs (2,979 YLDs, 166 YLLs) であり、EHEC は 463 
DALYs (211 YLDs, 252 YLLs) であることを明らかとし、食品中の病原微生物に
よる急性胃腸炎疾患としてのみではなく、その後に引き続いて発生する疾患も
含めた健康被害を推計することを可能とした。なお、食中毒による健康被害推
計における以下の課題を抽出した。 
 
（１）食中毒患者の感染源寄与率及び食品寄与率を推計するために必要とされ
る、生産から消費に至るまでのフードチェーンにおけるハザードの汚染実態に
関する調査の充実。 
 
（２）疫学的データが欠如する場合や続発性疾患の被害実態の推計では十分な
一次情報が収集されていない場合、複数の学術論文等の系統的レビューからえ
られた情報のメタアナリシスにより、精度の高い情報を入手することができる。
食品由来ハザードによる急性胃腸炎及びその続発性疾患に関する学術論文等の
系統的レビューによる根拠データ収集体制の充実。 
 
（３）食中毒による健康被害の推計の根拠となるデータ (患者発生データ、医
療機関での糞便検査データ等) を収集するための疫学情報収集体制の強化。 
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今後は、抽出された課題に取り組むとともに、他の食品由来ハザードによる
健康被害の推計を推進する必要があると考える。 
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6-2 食品由来ハザードのリスク認知とリスクへの態度 
 消費者及び食品衛生監視員の食品由来ハザードに対する態度を把握し、更に、
家庭での食中毒を防止する上で重要な役割を果たしている消費者の食中毒予防
行動を高めるリスクコミュニケーションプログラムを検討するために、消費者
の食中毒予防行動に影響を与える要因を探索した。その結果、食品由来ハザー
ドのリスク認知では、食品リスクの社会的な影響が関連していること、食品衛
生監視員と消費者のリスク認知に違いがあることを確認した。また、各ハザー
ドのリスクの高さを判断する際に、EHEC 及び BSE は「重篤性」が、放射性物
質、抗菌性物質及びクローン牛では「不安」が、BSE では「恐れ」がリスクを
高く認識する要素であることが、また、EHEC と Salmonella sp. では「予防でき
るという意識」が、放射性物質と BSE では「リスク管理機関を信頼していると
いう意識」がリスクを低く認識する要素であることが明らかとなった。更に、
食中毒のリスク管理において重要と考えられているハザードである C. 
jejuni/coli が、EHEC や Salmonella sp. に比べ、知られていないことから、C. 
jejuni/coli の周知が重要であることが明らかとなった。 
 食中毒の予防行動については、リスクに対する基本的理解や対処能力が食中
毒予防行動に影響を及ぼしていること確認した。また、「食品由来ハザード 
(EHEC) のリスク認知」、「食中毒予防に関する知識」及び「健康に関する意
識」が食中毒予防行動と関連していることが明らかになった。特に、「健康に
関する意識」との関連が強く、食中毒予防行動を高めるためには、食品由来ハ
ザードのリスクに関する基本的な理解を高め、食中毒予防に関する知識を高め
るとともに、健康意識を高めるコミュニケーションが効果的であることが示唆
された。本研究において、食品由来ハザード (EHEC) に関するリスク行動に影
響を与えると考えられる要因の関連性を検証するために食中毒予防行動モデル
を作成した。今後は、食中毒予防行動に関連すると思われる要因 (性別、年齢、
学歴などの社会属性) との関連性について本モデルを用いて検証を進めるとと
もに、EHEC 以外の他の食品由来ハザードにおける本モデルの適用可能性、及
び食中毒予防行動に影響を与える要因を検討していく必要があると考える。
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6-3 今後の課題 
 本研究では、第 1 章で抽出した 3 つの課題 (「食中毒による健康被害を把握
するための疫学基盤の確立」、「DALYs の指標値としての活用」、及び「消費者
の食品のリスク認知とリスクへの態度の理解の促進」) に対応した研究を実施
し、食品リスク分析に基づいた政策立案の推進に資する成果を得ることが出来
た。今後は、第 1 章で抽出したその他の課題 (「広域散発食中毒事例の探知の
強化」、「食品供給全行程における統一的な対応の促進」、「リスク管理措置によ
るリスク低減効果に関する費用対効果分析の導入」、「緊急事態への対応におけ
るリスク分析の強化」) に対応した研究に取り組んでいくことで、食品の安全
性の向上にむけた科学に基づいたリスク管理が推進されるものと期待される。
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資料 1 諸外国における食品由来ハザードの感染源寄与率に関する研究報告 
  米国 米国 英国 フランス オーストラリア オランダ オランダ 
調査対象期間 1990s 2011 1992-2000 1990s 2000 1990s 2006 
データ源＊1 E/O/R O/R O E E E/CC E
海外旅行ケース 含む 除外 除外 含む 除外 含む 含む
カンピロバクター属菌 80% 80% 80% 80% 75% 30-80% 42%
志賀毒素産生大腸菌 
      
   O157 85% 68% 63% 50% 65% 50-90% 40%
   Non-O157 85% 82% NA*2 NA*2 65% NA*2 40%
サルモネラ属菌 95% 94% 92% 95% 87% >90% 55%
参照文献 Mead(1999) Scallan(2011) Adak(2002) Anon(2004) Hall(2005) Duyn(2002) Havellar(2008)
*1 E, 専門家調査; O, アウトブレイク調査報告; R, 症例報告; CC, 症例対象研究 
*2  NA, 調査実施せず 
(Havelaar(2008) (81), Scallan(2011) (38) より） 
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資料 2 食中毒（食品由来疾患）の食品寄与率に関する調査票 
 
F1
F2
F3
F4
F5
F6
食品由来疾患の食品寄与率の推定に関する調査票
【はじめに】
　この度は、お忙しい中、日本における「食品由来疾患の食品寄与率の推定に関する調査」にご協力
ありがとうございます。
　本調査は、１５の病原因子を対象としています。あまり知見を有していないと思われる病原因子に
つきましてはご回答いただかなくても結構ですが、可能な限りご協力いただければ幸いです。
　ご回答にあたっては、話し合いなどの結果ではなく、ご自身のご意見をご記入願います。その際、
食中毒統計、感染症情報などでは把握できない食品による健康被害もあることを念頭にご意見をま
とめていただきたくお願い申し上げます。なお、「ご意見」は、先生方がお持ちの一般的知識をもとに
まとめていただいたもので結構ですが、ご意見をまとめる際に、参考とされた資料等がありましたら、
ご記載いただければと思います。
　調査結果につきましては、今年度の研究報告書に記載するとともに、ご回答いただきました皆様方
に送付させていただきます。調査結果報告において回答者が特定できないように配慮いたします。
　どうぞよろしくお願いいたします。
お名前をご記入願います
年齢についてお伺いします。あてはまる年代をご記入願います。
食品安全の分野での経験年数についてお伺いします。
研究分野についてお伺いします。あてはまるものをお選びください。
F3でその他を選ばれた場合、ご記入願います。
本調査の信頼度を高めるために、参加を求めるべきと考える専門家の方はいらっしゃいますか。
差し支えなければ、その方のお名前と連絡先をご記入願います。
プルダウンになっています。あ
てはまるものをお選びください。
プルダウンになっています。あ
てはまるものをお選びください。
プルダウンになっています。あ
てはまるものをお選びください。
  
 
39
(資料 2 の続き) 
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質問２－１
感染経路 感染経路ですか 　
　 ①環境からの直接感染 はい 5 % 1 % 9 %
　　 ②食品 はい 65 % 20 % 80 %
③感染者が調理した食品 はい 10 % 5 % 20 %
　 ④動物との直接接触 いいえ 　 % % %
　 ⑤人―人感染 はい 10 % 5 % 30 %
　 ⑥海外での感染 はい 10 % 3 % 15 %
100 % 　 　
質問２－２
○
○
○
①一般的な知識
②自身の研究あるいは臨床経験
③公表されている統計情報、論文等
＜参考にした論文等をご記入願います。＞
質問２－１にご回答される際、何を根拠としましたか。該当するものを全てチェックしてください。
病原因子（X)について考えられる感染経路(別シートに参考図）について、全体を100％とした場合のそれぞれの最良の
推定割合をご記入願います。なお、併せて、その割合の考えられる信頼区間についてもご記入願います。
＜日本における、各感染経路毎の病原因子（X)による食品由来疾患の割合(年間）＞
90%信頼区間
最良の推定
割合
下限値 上限値
最も可能性が高いと考えら
れる推定割合
考えられる5th  pe rcen t ile  を
ご記入願います。
考えられる 95 th  pe rcen t ile  を
ご記入願います。
注）沢の水の飲水、
プールや海・湖沼での
水浴、砂塵の吸入など
「はい」、「いいえ」のプルダウンに
なっています。
注）感染者が調理した
食品を除く。井戸水、
水道水、ミネラル
ウェーターは含む。
注）③感染者が調理し
た食品　を除く
注）感染経路①～⑤を
含む
合計が100%となるように
プルダウンになってい
ます。当てはまる方を
お選びください。
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質問３－１
食品群 感染源ですか 　 　
　　 （１）魚類及び甲殻類及びその加工品 はい 30 % 　 10 % 　 40 % 　 　 　
（２）貝類及びその加工品 はい 60 % 　 45 % 　 80 % 　 　
　 （３）牛肉及びその加工品 いいえ 　 % 　 　 % 　 　 % 　 　
　 （４）豚肉及びその加工品 いいえ % 　 % 　 % 　 　
（５）鶏肉及びその加工品 いいえ 　 % 　 　 % 　 　 % 　 　
（６）馬肉及びその加工品 いいえ % 　 % 　 % 　 　
（７）家禽類（ｱﾋﾙ、ｶﾁｮｳ）肉及びその加工品 いいえ % 　 % 　 % 　 　
（８）狩猟肉及びその加工品 いいえ % 　 % 　 % 　 　
（９）卵類及びその加工品 いいえ 　 % 　 　 % 　 　 % 　 　 　
（１０）乳類及びその加工品 いいえ % 　 % 　 % 　 　
（１１）穀類及びその加工品 はい 5 % 　 1 % 　 8 % 　 　 　
（１２）豆類(ナッツ類）及びその加工品 はい 5 % 　 1 % 　 10 % 　 　 　
（１３）キノコ類及びその加工品 いいえ % 　 % 　 % 　 　
（１４）野菜類及びその加工品 いいえ % 　 % 　 % 　 　
（１５）果実及びその加工品 いいえ % 　 % 　 % 　
（１６）水(井戸水、水道水、ミネラルウォーターを含む） いいえ
（１７）その他※2 いいえ % 　 % 　 % 　
100 %
※2その他：　1から16に該当しない食品
(酒精飲料、藻類及びその加工品など。
コロッケ、餃子、シュウマイ、肉と野菜の
煮付け、親子丼など，2種類以上の原材
料により、いずれも主とせず混合調理又
は加工されているものは、その原材料
にさかのぼり、疑わしいと思われる
部分に含めてください。）
質問２－１の「②食品」の内訳についてお尋ねします。関連していると思われる食品群について、全体を100％とした場合
のそれぞれの最良の推定割合をご記入願います。なお、併せて、その割合の考えられる信頼区間ついてもご記入願い
ます。
＜日本における、各食品群毎の病原因子（X)による食品由来疾患の割合(年間）＞
90%信頼区間
最良の推定割合 下限値 上限値
最も可能性が高いと考えら
れる推定割合
考えられる 5 th  pe rcen t ile  を
ご記入願います。
考えられる 95 th  pe rcen t ile  を
ご記入願います。
かまぼこ、さつまあげ、
ちくわ、魚肉ハム、魚肉
ソーセージ、はんぺ
ん、魚のくん製品、みり
ん干し、ひもの、しらす
干し、なまり節、たらこ、
すじこ、塩辛、つくだに、
粕漬け、味噌漬け　等
「はい」、「いいえ」のプルダウンに
なっています。
マヨネーズを含む
もち、米飯、麩、酒粕、
醤油、味噌、パンなど
豆腐、豆乳、油揚げ、納
豆、凍豆腐、生あん等
合計が100%となるように
ご記入願います。
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質問３－２ 質問３－１に答える上で、何を根拠としましたか。該当するものを全てチェックしてください。
○
○
○
質問３－３
流通工程における温度管理
①一般的な知識
②自身の研究あるいは臨床経験
③公表されている統計情報、論文等
＜参考にした論文等をご記入願います。＞
　
病原因子（X)による食品由来疾患のリスクを増大すると考えられる点（risk factor)及びリスクを管理する上で重要と思
われる点等でお気づきの点がありましたらご記入願います。
プルダウンになってい
ます。当てはまる方を
お選びください。
例えば、
①調理時のクロスコン
タミネーション
②食品の温度管理
③喫食形態
④菌の特性
等の観点から、ご検討
願います。
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資料 3-1 文献検索方針(Campylobacter jejuni/coli と Guillain-Barré syndrome) 
(1) MEDLINE 
  Searches 
1 Campylobacter Infections/ 
2 exp Campylobacter/ 
3 campylobacter.tw. 
4 or/1-3 
5 exp Guillain-Barre Syndrome/ 
6 guillain barre.tw. 
7 guillian barre.tw. 
8 guillan barre.tw. 
9 guilain barre.tw. 
10 guilian barre.tw. 
11 guilan barre.tw. 
12 gbs.tw. 
13 Polyradiculoneuropathy/ 
14 Polyneuropathy/ 
15 acute inflammatory demyelinating polyradiculoneuropath*.tw. 
16 acute inflammatory demyelinating polyneuropath*.tw. 
17 aidp.tw. 
18 acute inflammatory polyradiculoneuropath*.tw. 
19 acute inflammatory polyneuropath*.tw. 
20 acute idiopathic polyradiculoneuritis.tw. 
21 acute idiopathic polyneuritis.tw. 
22 aip.tw. 
23 acute polyradiculoneuritis.tw. 
24 acute polyneuritis.tw. 
25 acute motor axonal neuropath*.tw. 
26 aman.tw. 
27 acute motor sensory axonal neuropath*.tw. 
28 amsan.tw. 
29 acute pandysautonomia*.tw. 
30 miller fisher.tw. 
31 mfs.tw. 
32 (landry* adj3 paralysis).tw. 
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33 (landry* and barre).tw. 
34 (inflammatory adj5 neuropath$3).tw. 
35 (inflammatory adj5 polyneuropath$3).tw. 
36 or/5-35 
37 4 and 36 
38 animals/ 
39 humans/ 
40 38 not (38 and 39) 
41 37 not 40 
 
  
47 
 
(2) Embase 
Searches 
1 campylobacteriosis'/exp AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
2 campylobacter'/exp AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
3 campylobacter:ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
4 #1 OR #2 OR #3 
5 Guillain Barre syndrome'/exp AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
6 guillain barre':ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
7 guillian barre':ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
8 guillan barre':ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
9 guilain barre':ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
10 guilian barre':ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
11 guilan barre':ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
12 gbs:ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
13 polyradiculoneuropathy'/de AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
14 polyneuropathy'/de AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
15 
acute inflammatory demyelinating polyradiculoneuropathy':ab,ti AND [embase]/lim NOT 
[medline]/lim 
16 
acute inflammatory demyelinating polyneuropathy':ab,ti AND [embase]/lim NOT 
[medline]/lim 
17 aidp:ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
18 acute inflammatory polyradiculoneuropathy':ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim
19 acute inflammatory polyneuropathy':ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
20 acute idiopathic polyradiculoneuritis':ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
21 acute idiopathic polyneuritis':ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
22 aip:ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
23 acute polyradiculoneuritis':ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
24 acute polyneuritis':ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
25 acute motor axonal neuropathy':ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
26 aman:ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
27 acute motor sensory axonal neuropathy':ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
28 amsan:ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
29 acute pandysautonomia':ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
30 miller fisher':ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
31 mfs:ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
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32 landry*:ab,ti AND paralysis:ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
33 landry*:ab,ti AND guillain:ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
34 (inflammatory NEAR/3 neuropathy):ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
35 (inflammatory NEAR/3 neuropathies):ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
36 (inflammatory NEAR/3 polyneuropathy):ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
37 (inflammatory NEAR/3 polyneuropathies):ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
38 
#5 OR #6 OR #7 OR #8 OR #9 OR #10 OR #11 OR #12 OR #13 OR #14 OR #15 OR 
#16 OR #17 OR #18 OR #19 OR #20 OR #21 OR #22 OR #23 OR #24 OR #25 OR #26 
OR #27 OR #28 OR #29 OR #30 OR #31 OR #32 OR #33 OR #34 OR #35 OR #36 
39 #4 AND #37 
40 nonhuman'/de AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
41 #38 NOT #39 
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(3) 医学中央雑誌 
Searches 
#1 "Campylobacter Infection"/TH 
#2 Campylobacter/TH 
#3 Campylobacter/AL 
#4 カンピロバクター/AL 
#5 キャンピロバクター/AL 
#6 #1 or #2 or #3 or #4 or #5 
#7 Guillain-Barre 症候群/TH 
#8 Guillain-Barre/AL 
#9 ギラン/AL and バレー/AL 
#10 #7 or #8 or #9 
#11 #6 and #10 
#12 (#11) and (CK=ヒト) 
#13 (#12) and ((PT=症例報告除く) AND (PT=原著論文)) 
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資料 3-2 文献検索方針 
(Campylobacter jejuni/coli と Inflammatory bowel diseases) 
(1) MEDLINE 
Searches 
1 Campylobacter Infections/ 
2 exp Campylobacter/ 
3 campylobacter.tw. 
4 or/1-3 
5 exp Inflammatory Bowel Diseases/ 
6 inflammatory bowel disease*.tw. 
7 ibd.tw. 
8 ulcerative colitis.tw. 
9 uc.tw. 
10 crohn* disease*.tw. 
11 cd.tw. 
12 regional enteritis.tw. 
13 granulomatous ileitis.tw. 
14 granulomatous ileocolitis.tw. 
15 or/5-14 
16 4 and 15 
17 animals/ 
18 humans/ 
19 17 not (17 and 18) 
20 16 not 19 
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(2) Embase 
Searches 
1 campylobacteriosis'/exp AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
2 campylobacter'/exp AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
3 campylobacter:ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
4 #1 OR #2 OR #3 
5 
inflammatory bowel disease':ab,ti OR 'inflammatory bowel diseases':ab,ti AND [embase]/lim 
NOT [medline]/lim 
6 ibd:ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
7 ulcerative colitis'/de AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
8 ulcerative colitis':ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
9 uc:ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
10 Crohn disease'/de AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
11 colon Crohn disease'/de AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
12 crohn*:ab,ti AND disease*:ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
13 cd:ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
14 regional enteritis':ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
15 granulomatous ileitis':ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
16 granulomatous ileocolitis':ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
17 #5 OR #6 OR #7 OR #8 OR #9 OR #10 OR #11 OR #12 OR #13 OR #14 OR #15 OR #16 
18 #4 AND #17 
19 nonhuman'/de AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
20 #18 NOT #19 
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(3) 医学中央雑誌 
  Searches 
#1 "Campylobacter Infection"/TH 
#2 Campylobacter/TH 
#3 Campylobacter/AL 
#4 カンピロバクター/AL 
#5 キャンピロバクター/AL 
#6 #1 or #2 or #3 or #4 or #5 
#7 炎症性腸疾患/TH 
#8 炎症性腸疾患/AL 
#9 潰瘍性⼤腸炎/AL 
#10 クローン病/AL 
#11 クローン⽒病/AL 
#12 Crohn/AL 
#13 "Inflammatory Bowel Disease"/AL 
#14 #7 or #8 or #9 or #10 or #11 or #12 or #13 
#15 #6 and #14 
#16 (#15) and (CK=ヒト) 
#17 (#16) and ((PT=症例報告除く) and (PT=原著論⽂)) 
 
 
  
53 
 
資料 3-3 文献検索方針(Campylobacter jejuni/coli と Reactive arthritis) 
Searches 
1 Campylobacter Infections/ 
2 exp Campylobacter/ 
3 campylobacter.tw. 
4 or/1-3 
5 Arthritis, Reactive/ 
6 Arthritis, Infectious/ 
7 reactive arthrit*.tw. 
8 ReA.tw. 
9 Reiter Disease/ 
10 (reiter* adj (disease* or syndrome*)).tw. 
11 arthrit*.tw. 
12 arthropath*.tw. 
13 arthros*.tw. 
14 enthesit*.tw. 
15 enthesopath*.tw. 
16 oligoarthrit*.tw. 
17 polyarthrit*.tw. 
18 (spondyloarthropath* or spondylarthropath*).tw. 
19 b27.tw. 
20 or/5-19 
21 4 and 20 
22 animals/ 
23 humans/ 
24 22 not (22 and 23) 
25 21 not 24 
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(2) Embase 
Searches 
#1 campylobacteriosis'/exp AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
#2 campylobacter'/exp AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
#3 campylobacter:ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
#4 #1 OR #2 OR #3 
#5 reactive arthritis'/exp AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
#6 rea:ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
#7 Reiter syndrome'/exp AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
#8 
(reiter* NEAR/2 (disease* OR syndrome*)):ab,ti AND [embase]/lim NOT 
[medline]/lim 
#9 arthrit*:ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
#10 arthropath*:ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
#11 arthros*:ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
#12 enthesit*:ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
#13 enthesopath*:ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
#14 oligoarthrit*:ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
#15 polyarthrit*:ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
#16 
spondyloarthropath*:ab,ti OR spondylarthropath*:ab,ti AND [embase]/lim NOT 
[medline]/lim 
#17 b27:ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
#18 
#5 OR #6 OR #7 OR #8 OR #9 OR #10 OR #11 OR #12 OR #13 OR #14 OR #15 OR 
#16 OR #17 
#19 #4 AND #18 
#20 nonhuman'/de AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
#21 #19 NOT #20 
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(3) 医学中央雑誌 
Searches 
#1 "Campylobacter Infection"/TH 
#2 Campylobacter/TH 
#3 Campylobacter/AL 
#4 カンピロバクター/AL 
#5 キャンピロバクター/AL 
#6 #1 or #2 or #3 or #4 or #5 
#7 関節炎-反応性/TH 
#8 反応性関節炎/AL 
#9 ライター症/AL 
#10 Reiter症/AL 
#11 "reactive arthritis"/AL 
#12 #7 or #8 or #9 or #10 or #11 
#13 #6 and #12 
#14 (#13) and (CK=ヒト) 
#15 (#14) and ((PT=症例報告除く) AND (PT=原著論⽂)) 
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資料 3-4 文献検索方針(Salmonella sp. と Inflammatory bowel diseases) 
(1) MEDLINE 
  Searches 
1 Salmonella Infections/ 
2 Salmonella/ 
3 Salmonella arizonae/ 
4 Salmonella enterica/ 
5 Salmonella enteritidis/ 
6 Salmonella paratyphi B/ 
7 Salmonella paratyphi C/ 
8 Salmonella typhimurium/ 
9 salmonella*.tw. 
10 or/1-9 
11 exp Inflammatory Bowel Diseases/ 
12 inflammatory bowel disease*.tw. 
13 ibd.tw. 
14 ulcerative colitis.tw. 
15 uc.tw. 
16 crohn* disease*.tw. 
17 cd.tw. 
18 regional enteritis.tw. 
19 granulomatous ileitis.tw. 
20 granulomatous ileocolitis.tw. 
21 or/11-20 
22 10 and 21 
23 animals/ 
24 humans/ 
25 23 not (23 and 24) 
26 22 not 25 
27 limit 26 to journal article and (eng or jpn).lg. 
28 limit 26 to journal article 
29 26 and (eng or jpn).lg. 
30 limit 28 to systematic reviews 
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(2) Embase 
Searches 
1 salmonellosis'/de AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
2 fowl typhoid'/de AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
3 pullorum disease'/de AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
4 Salmonella'/de AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
5 Salmonella arizonae'/de AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
6 Salmonella choleraesuis'/de AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
7 Salmonella dublin'/de AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
8 Salmonella enterica'/de AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
9 Salmonella enteritidis'/de AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
10 Salmonella gallinarum'/de AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
11 Salmonella infantis'/de AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
12 Salmonella minnesota'/de AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
13 Salmonella paratyphi B'/de AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
14 Salmonella paratyphi C'/de AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
15 Salmonella typhimurium'/de AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
16 Salmonella virchow'/de AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
17 Salmonella wien'/de AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
18 salmonella*:ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
19 
#1 OR #2 OR #3 OR #4 OR #5 OR #6 OR #7 OR #8 OR #9 OR #10 OR #11 OR #12 
OR #13 OR #14 OR #15 OR #16 OR #17 OR #18 
20 
inflammatory bowel disease':ab,ti OR 'inflammatory bowel diseases':ab,ti AND 
[embase]/lim NOT [medline]/lim 
21 ibd:ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
22 ulcerative colitis'/de AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
23 ulcerative colitis':ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
24 uc:ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
25 crohn disease'/de AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
26 colon Crohn disease'/de AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
27 crohn*:ab,ti AND disease*:ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
28 cd:ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
29 regional enteritis':ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
30 granulomatous ileitis':ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
31 granulomatous ileocolitis':ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
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32 
#20 OR #21 OR #22 OR #23 OR #24 OR #25 OR #26 OR #27 OR #28 OR #29 OR #30 
OR #31 
33 #19 AND #32 
34 human'/de AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
35 nonhuman'/de AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
36 #34 NOT (#34 AND #35) 
37 #33 AND #36 
38 #37 AND [article]/lim AND ([english]/lim OR [japanese]/lim) 
39 #37 AND [article]/lim 
40 #37 AND ([english]/lim OR [japanese]/lim) 
41 #38 AND 'systematic review':ab,ti 
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(3) 医学中央雑誌 
Searches 
#1 @Salmonella/TH 
#2 "Salmonella arizonae"/TH 
#3 @"Salmonella enterica"/TH 
#4 "Salmonella enteritidis"/TH 
#5 "Salmonella paratyphi B"/TH 
#6 "Salmonella paratyphi C"/TH 
#7 "Salmonella typhimurium"/TH 
#8 @サルモネラ感染症/TH 
#9 Salmonella/AL 
#10 サルモネラ/AL 
#11 #1 or #2 or #3 or #4 or #5 or #6 or #7 or #8 or #9 or #10 
#12 炎症性腸疾患/TH 
#13 炎症性腸疾患/AL 
#14 潰瘍性⼤腸炎/AL 
#15 クローン病/AL 
#16 クローン⽒病/AL 
#17 Crohn/AL 
#18 "Inflammatory Bowel Disease"/AL 
#19 #12 or #13 or #14 or #15 or #16 or #17 or #18 
#20 #11 and #19 
#21 (#20) and (CK=ヒト) 
#22 (#21) and ((PT=症例報告除く) AND (PT=原著論⽂)) 
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資料 3-5 文献検索方針(Salmonella sp. と Reactive arthritis) 
(1) MEDLINE 
Searches 
1 Salmonella Infections/ 
2 Salmonella/ 
3 Salmonella arizonae/ 
4 Salmonella enterica/ 
5 Salmonella enteritidis/ 
6 Salmonella paratyphi B/ 
7 Salmonella paratyphi C/ 
8 Salmonella typhimurium/ 
9 salmonella*.tw. 
10 or/1-9 
11 Arthritis, Reactive/ 
12 Arthritis, Infectious/ 
13 reactive arthrit*.tw. 
14 ReA.tw. 
15 Reiter Disease/ 
16 (reiter* adj (disease* or syndrome*)).tw. 
17 arthrit*.tw. 
18 arthropath*.tw. 
19 arthros*.tw. 
20 enthesit*.tw. 
21 enthesopath*.tw. 
22 oligoarthrit*.tw. 
23 polyarthrit*.tw. 
24 (spondyloarthropath* or spondylarthropath*).tw. 
25 b27.tw. 
26 or/11-25 
27 10 and 26 
28 animals/ 
29 humans/ 
30 28 not (28 and 29) 
31 27 not 30 
32 limit 31 to journal article and (eng or jpn).lg. 
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33 limit 31 to journal article 
34 31 and (eng or jpn).lg. 
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(2) Embase 
Searches 
1 salmonellosis'/de AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
2 fowl typhoid'/de AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
3 pullorum disease'/de AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
4 Salmonella'/de AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
5 Salmonella arizonae'/de AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
6 Salmonella choleraesuis'/de AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
7 Salmonella dublin'/de AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
8 Salmonella enterica'/de AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
9 Salmonella enteritidis'/de AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
10 Salmonella gallinarum'/de AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
11 Salmonella infantis'/de AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
12 Salmonella minnesota'/de AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
13 Salmonella paratyphi B'/de AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
14 Salmonella paratyphi C'/de AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
15 Salmonella typhimurium'/de AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
16 Salmonella virchow'/de AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
17 Salmonella wien'/de AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
18 salmonella*:ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
19 
#1 OR #2 OR #3 OR #4 OR #5 OR #6 OR #7 OR #8 OR #9 OR #10 OR #11 OR #12 
OR #13 OR #14 OR #15 OR #16 OR #17 OR #18 
20 reactive arthritis'/exp AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
21 rea:ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
22 reiter syndrome'/exp AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
23 (reiter* NEAR/2 (disease* OR syndrome*)):ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim
24 arthrit*:ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
25 arthropath*:ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
26 arthros*:ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
27 enthesit*:ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
28 enthesopath*:ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
29 oligoarthrit*:ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
30 polyarthrit*:ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
31 
spondyloarthropath*:ab,ti OR spondylarthropath*:ab,ti AND [embase]/lim NOT 
[medline]/lim 
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32 b27:ab,ti AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
33 
#20 OR #21 OR #22 OR #23 OR #24 OR #25 OR #26 OR #27 OR #28 OR #29 OR #30 
OR #31 OR #32 
34 #19 AND #33 
35 human'/de AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
36 nonhuman'/de AND [embase]/lim NOT [medline]/lim 
37 #35 NOT (#35 AND #36) 
38 #34 AND #37 
39 #38 AND [article]/lim AND ([english]/lim OR [japanese]/lim) 
40 #39 AND [article]/lim 
41 #39 AND ([english]/lim OR [japanese]/lim) 
42 #40 AND 'systematic review':ab,ti 
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(3) 医学中央雑誌 
Searches 
#1 @Salmonella/TH 
#2 "Salmonella arizonae"/TH 
#3 @"Salmonella enterica"/TH 
#4 "Salmonella enteritidis"/TH 
#5 "Salmonella paratyphi B"/TH 
#6 "Salmonella paratyphi C"/TH 
#7 "Salmonella typhimurium"/TH 
#8 @サルモネラ感染症/TH 
#9 Salmonella/AL 
#10 サルモネラ/AL 
#11 #1 or #2 or #3 or #4 or #5 or #6 or #7 or #8 or #9 or #10 
#12 関節炎-反応性/TH 
#13 反応性関節炎/AL 
#14 ライター症/AL 
#15 Reiter症/AL 
#16 "reactive arthritis"/AL 
#17 #12 or #13 or #14 or #15 or #16 
#18 #11 and #17 
#19 (#18) and (CK=ヒト) 
#20 (#19) and ((PT=症例報告除く) and (PT=原著論⽂)) 
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資料 3-6 文献検索方針(Enterohemorrhagic Escherichia coli (EHEC )と 
 Hemorrhagic colitis （HC）, Hemolytic uremic syndrome (HUS) 
(1) MEDLINE 
 
Searches 
1 Enterohemorrhagic Escherichia coli/ 
2 (enteroh*emorrhagic and coli).tw. 
3 (entero h*emorrhagic and coli).tw. 
4 ehec.tw. 
5 Shiga-Toxigenic Escherichia coli/ 
6 (shiga* and coli).tw. 
7 stec.tw. 
8 (vero* and coli).tw. 
9 vtec.tw. 
10 (O157 or O26 or O111 or O103 or O121 or O45 or O145 or O104).tw. 
11 or/1-10 
12 (h*emorrhag* and colitis).tw. 
13 Hemolytic-Uremic Syndrome/ 
14 h*emolytic uremic syndrome*.tw. 
15 hus.tw. 
16 or/12-15 
17 11 and 16 
18 animals/ 
19 humans/ 
20 18 not (18 and 19) 
21 17 not 20 
22 limit 21 to journal article and (eng or jpn).lg. 
23 limit 21 to journal article 
24 21 and (eng or jpn).lg. 
25 limit 24 to systematic reviews 
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資料 4 The WHO Foodborne Disease Epidemiology Reference Group が示したハザードに 
関する国内の対応状況(平成 26 年 11 月現在) 
Hazard 考えられる outcome 日本における対応状況 
aflatoxin 
肝細胞がん
(Hepatocellular 
carcinoma:HCC) 
・規制値を通知で示す。(昭和 46 年） 
・規格基準の設定(平成 23 年 3 月） 
食品安全委員会によるリスク評価(総アフラトキシン）を実施
(H20.9-H21.3） 
Cassava Cyanide   通知による管理（シアン豆） 
Peanut Allergens 
アレルギー性皮膚炎アナ
フィラキシーショック 
・食品衛生法による表示による管理（平成13年に小麦、そば、乳、卵、
落花生、平成 19 年にエビ・カニ） 
Dioxins Etc 
（動物実験より） 
胎児の生殖器への影響 
発がん性 
・耐容一日摂取量を通知(平成 11 年） 
・ダイオキシン健康影響評価に関する WG 報告書(平成 14 年） 
Lead 
子供の神経行動学的 
発達障害 
発がん 
・規格基準の設定 
食品安全委員会による食品健康影響評価(鉛の食品健康影響評価）
を実施中（H20.7～） 
Ciguatera シガテラ中毒 通知による管理（シガテラ毒魚） 
Methyl mercury 
神経発達障害 
心血管系障害 
・暫定基準値を設定 
食品安全委員会による食品健康影響評価（魚介類等に含まれるメチ
ル水銀について）を実施（H16-H17) 
Cadmium 腎機能障害 
・規格基準の設定 
食品安全委員会による食品健康影響評価(食品からのカドミウムの摂
取の現状にかかる安全性評価）を実施（H15.7-H20.7） 
Organophosphate 
pesticides 
農薬毎に異なる 
・規格基準の設定 
放射性汚染物質 
甲状腺がん 
白血病 
・暫定基準の設定(平成 23 年 3 月 17 日） 
・規格基準の設定(平成 24 年 4 月 1 日） 
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（資料 4 の続き）   
Enterics     
Bacterial 
toxin-based 
illnesses 
 -EHEC  
腸管出血性大腸菌感染症 
溶血性尿毒症症候群 
血栓性微小血管障害(血栓性
血小板減少性紫斑病 
脳症、詳細不明 
H8 と畜場の衛生管理基準（と畜場法施行規則）の改正 
H9 と畜場の構造設備基準（と畜場法施行令）の改正 
H10 生食用食肉の衛生基準の設定 
H13 食肉の生食に関する注意喚起 
H13 食肉の表示基準(食品衛生法施工規則の改正） 
H23 生食肉(牛肉）の規格基準の設定 
Staphylococcus 
aureus 
ブドウ球菌性食中毒 
H14 脱脂粉乳の製造基準（乳及び乳製品の成分規格等に関する省
令）の設定 
Clostridum 
botulinum 
ボツリヌス中毒(A05.1) 
  
Listeria 
monocytogenes 
リステリア性脳炎および髄膜炎
リステリア性敗血症 
その他の型のﾘｽﾃﾘｱ症 
ﾘｽﾃﾘｱ症、詳細不明(A32.9) 
S63 ソフト及びセミソフトタイプのナチュラルチーズの監視強化 
H5 乳および乳製品のﾘｽﾃﾘｱの汚染防止対策の強化 
H26 ソフト及びセミソフトタイプのナチュラルチーズの Listeria 
monocytogenes の規格基準を設定 
Hepatitis A 急性 A 型肝炎 
H14 ふん便中及び食品中のＡ型肝炎ウイルスの検査法について、
都道府県等に通知 
Norovirus  ウイルス性腸管感染症 
H9 食中毒統計の病因物質の対象に小型球形ウイルス（現ノロウイ
ルスに相当）を追加 
H10 生食用かきの表示基準(食品衛生法施行規則改正） 
H16 ﾉﾛｳｲﾙｽに関する Q&A の作成 
Enteric infections of 
concern in the country 
 - Cmpylobacter 
jejuni/coli 
カンピロバクター腸炎 
ギラン・バレー症候群 
過敏性腸症候群 
H3 食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律の施行 
H4 食鳥処理場における HACCP 方式による衛生管理指針の策定 
H17 牛レバーによるカンピロバクター食中毒予防 Q&A 
H17 食鳥処理場における HACCP ジェネリックモデルの普及 
 -Salmonella sp. 
ｻﾙﾓﾈﾗ腸炎、ｻﾙﾓﾈﾗ敗血症 
局所的サルモネラ感染症 
その他の明示されたｻﾙﾓﾈﾗ
感染症 
サルモネラ感染症、詳細不明
H10 鶏の卵の表示基準（食品衛生法施行規則）及び鶏の液卵の規
格基準（食品、添加物等の規格基準）の設定 
H10 卵選別放送施設の衛生管理要領の作成 
H10 家庭における卵の衛生的な取り扱いについて普及啓発 
 -Vobrio 
Parahaemolyticus 
腸炎ビブリオ食中毒 
H13 生食用鮮魚介類等の表示基準（食品衛生法施行規則）及び規
格基準（食品、添加物等の規格基準）の設定 
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資料 5 障害調整性存年(DALYs)の算出に用いる統計データ（疾患による死亡者数、年齢分布、平均余命） 
 
(1) 人口動態統計 (死亡数，性・年齢（５歳階級）・死因（三桁基本分類）別) (2008 年,2011 年） 
男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性
総計 4 1 210 238 32 22 25 26 79 52 51 49 1 2 290 330 49 23 28 15 81 48 41 43
0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0
1-4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 2 0 0 0 0 0 0 0 0
5-9 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0
10-14 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0
15-19 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0
20-24 0 0 0 0 0 1 0 1 1 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
25-29 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0
30-34 0 0 0 1 1 0 1 3 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 3 2 0 0 0 1
35-39 0 0 0 0 0 0 3 3 2 0 0 0 0 0 1 0 2 0 3 0 0 0 0 2
40-44 0 0 0 0 0 0 1 1 1 0 0 2 0 0 0 0 0 1 2 2 4 1 1 0
45-49 0 0 2 1 0 0 4 0 2 0 0 1 0 0 1 1 2 1 2 1 0 2 0 1
50-54 1 0 1 0 1 1 0 2 4 1 1 0 0 0 4 1 0 1 2 0 0 1 0 1
55-59 0 0 4 1 2 3 4 1 3 1 2 1 0 0 3 2 1 1 5 1 1 0 1 2
60-64 0 0 11 2 1 2 0 5 6 3 3 5 0 1 9 5 2 2 2 3 10 1 4 1
65-69 0 0 16 9 1 3 3 2 7 3 6 2 0 0 9 6 6 0 0 1 5 2 6 2
70-74 1 0 26 9 4 3 2 0 14 7 2 5 0 0 32 17 8 4 2 1 12 9 6 6
75-79 0 0 44 25 9 4 3 3 12 8 6 8 0 0 49 28 10 3 3 0 16 9 8 6
80-84 1 1 33 64 6 3 2 1 15 13 14 8 0 0 63 64 18 9 2 1 19 10 8 8
85+ 1 0 73 123 7 2 2 4 10 12 15 17 0 1 113 204 1 1 1 3 12 13 7 13
K51 (潰瘍性
大腸炎)
G61（炎症性
多発（性）
ニューロパ
チ〈シ〉ー）
A02 (その他
のサルモネ
ラ感染症）
2011年2008年
D590 (後天
性溶血性貧
血)年齢区分
A04 (その他
の細菌感染
症）
G61（炎症性
多発（性）
ニューロパ
チ〈シ〉ー）
K50 (クロー
ン〈Crohn〉
病)
A02 (その他
のサルモネ
ラ感染症）
A04 (その他
の細菌感染
症）
K51 (潰瘍性
大腸炎)
K50 (クロー
ン〈Crohn〉
病)
D590 (後天
性溶血性貧
血)
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(2) 疾患の年齢分布 (Age distribution) 
年齢区分 
急性胃腸炎 続発性疾患（GBS, 
IBD, ReA）*3 C.jejuni/coli*1 Salmonella sp.*1 EHEC*2 
男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 
0-4 1.41% 1.13% 5.66% 5.35% 13.86% 12.43% 0.02% 0.02%
5-14 12.91% 7.56% 9.86% 7.74% 11.66% 10.19% 0.95% 0.64%
15-29 32.02% 20.21% 10.88% 8.33% 9.30% 11.21% 10.09% 6.62%
30-44 10.02% 5.47% 10.79% 7.54% 4.98% 7.41% 21.17% 14.79%
45-59 4.52% 2.51% 11.08% 7.83% 3.12% 6.24% 14.18% 11.19%
60-69 0.81% 0.57% 3.94% 3.81% 1.77% 2.78% 6.02% 5.62%
70-79 0.23% 0.31% 1.89% 2.94% 1.17% 2.21% 3.04% 2.52%
80+ 0.10% 0.22% 0.76% 1.61% 0.47% 1.21% 1.37% 1.77%
*1 2001 年-2010 年の食中毒統計を引用した。  
*2 2001 年-2010 年の感染症情報を引用した。 
*3 クローン病と潰瘍性大腸炎に関する特定医療受給者証 (2001 年-2010 年) を引用した。 
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(3) 総人口、平均余命 
年齢区分 
総人口(2008 年） 
(千人）*1 
総人口(2011 年） 
(千人） 
平均 
余命*2 
男性 女性 男性 女性 男性・女性 
0 565 536 537 512 86.02 
1-4 2,204 2,099 2,180 2,080 85.21 
5-9 2,968 2,820 2,866 2,731 81.25 
10-14 3,065 2,920 3,039 2,895 76.27 
15-19 3,151 3,003 3,127 2,966 71.29 
20-24 3,650 3,456 3,327 3,197 66.35 
25-29 3,891 3,738 3,755 3,636 61.4 
30-34 4,566 4,430 4,273 4,148 54.46 
35-39 4,859 4,750 5,002 4,862 51.53 
40-44 4,237 4,171 4,446 4,363 46.64 
45-49 3,906 3,875 4,069 4,024 41.8 
50-54 3,905 3,916 3,847 3,853 37.05 
55-59 4,866 4,972 4,330 4,398 32.38 
60-64 4,375 4,584 4,965 5,147 27.05 
65-69 3,845 4,195 3,953 4,318 23.29 
70-74 3,213 3,744 3,249 3,769 18.93 
75-79 2,473 3,232 2,601 3,391 14.8 
80-84 1,569 2,490 1,705 2,671 10.99 
85+ 944 2,509 1,056 2,769 7.64 
合計 62,252 65,440 62,328 65,730   
*1 人口推計（総務省）データより 
*2 Global Burden of Study 2010 で使われた平均余命 
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資料 6  消費者を対象としたアンケート調査質問事項 
 
  
Ⅰ　意識
１） 食品事業者は，食品による健康被害をゼロにするために，可能な限りの努力をするべきだ
２） 値段が高くても，少しでも安全性の高い食品を買いたい
３） 価格が高くなるなら，今以上に安全性を強化する必要はない
４） 農産物を生産販売する農家は，利用したすべての農薬と肥料を開示すべきだ
５） 畜産農家は，その生産に使ったすべての飼料と動物医薬品を開示すべきだ
Ⅱ　ハザードに関するリスク認知について
＊『ハザード』とは，人の健康に悪影響を及ぼす原因となる可能性のある物質および状態の
ことです。
＊『食品のリスク』とは，ハザードが存在することによって，健康への悪影響が発生する『確
率』と『重篤度』の程度です。
１） 腸管出血性大腸菌（O157など）
２） サルモネラ属菌
３） カンピロバクター
４） 牛海綿状脳症（BSE）
５） 放射性物質
６） 残留抗菌性物質（抗生物質など）
７） クローン牛
(2)  1)～7)のハザードについてリスクが高いと考えるものから順位づけを依頼した。
１） 腸管出血性大腸菌（O157など）
２） サルモネラ属菌
３） カンピロバクター
４） 牛海綿状脳症（BSE）
５） 放射性物質
６） 残留抗菌性物質（抗生物質など）
７） クローン牛
(3)  順位づけの結果、1位、2位、最下位のハザードについて、その理由の記述を依頼した。
１） 1位のハザードを2位のハザードより高くした理由
２） 2位のハザードを3位のハザードよりも高くした理由
３） 最下位のハザードについて、最下位とした理由を記載してください。
第1回アンケート調査の概要（平成23年11月）
(1)　牛肉中の以下のハザードについて「リスクは非常に高い（5）」から「リスクは非常に低い（1）」まで
の5段階、「リスクはない（0）」及び「わからない」での回答を依頼した
以下の内容について質問し、「そう思う（4）」から「そう思わない（1）」までの4段階と「考えたことがない
（0）」での回答を依頼した。
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(資料 6 の続き) 
 
  
Ⅲ　ハザードの回避行動について
リスク順位が上位3つのハザードについて、リスクを回避する方法の選択を依頼した。（複数回答）
１） 調理する前、食べる前に手を洗う
２） 食べる前に十分加熱する
３） 国産のものを購入する
４） 特定のお店のものを購入する
５） 外国産のものを購入する
６） 都道府県を確認する
７） 購入する際、表示を確認する
８） 購入したら、すぐに冷蔵庫に保存し、その日のうちに食べる
９） 検査の有無を確認する
１０） その他（自由記載）
Ⅳ　ハザードに関する以下の記述について、正しいものを選択してもらった。
１） 日本での食中毒は，気温・湿度の高い夏季は冬季の2倍以上発生している
２） 日本の食中毒患者で最も多い病原体は，腸管出血性大腸菌O157である
３） 今春の生肉による食中毒の発生を受けて，生食用食肉の衛生基準が強化された
４） 十分な加熱をすれば，食中毒にはならない
５） 冷凍保存すれば，微生物による食中毒は防止できる
６） あてはまる者はわからない
Ⅴ　食中毒の体験
　 1) 過去1年間に食品を食べて、1日3回以上の下痢を起こしたり、もしくは原因と思われる食品を食べて2時間以内に嘔吐したことはありますか
　 2) 過去1年間に食品を食べて、おなかが痛くなったり、下痢をしたり、嘔吐をしたことのある方にお伺いします。医療機関を受診しましたか。
　 3) 原因食品は何だと思うかお答えください。
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(資料 6 の続き) 
 
  
Ⅰ　意識
１） 食品事業者は，食品による健康被害をゼロにするために，可能な限りの努力をするべきだ
２） 値段が高くても，少しでも安全性の高い食品を買いたい
３） 価格が高くなるなら，今以上に安全性を強化する必要はない
４） 農産物を生産販売する農家は，利用したすべての農薬と肥料を開示すべきだ
５） 畜産農家は，その生産に使ったすべての飼料と動物医薬品を開示すべきだ
６） 事件や事故が報道された食品は、できれば避けたい
Ⅱ　食行動等に関する質問
１） 栄養が気になるので、サプリメントを利用している
２） 食品の安全性が気になるので、食品を購入する時にはお店を慎重に選ぶ
３） 栄養が偏らないようにバラエティーに富んだ食品を食べるようにしている
４） 規則正しい時間に食事をとるようにしている
５） 手間や時間を節約するために、弁当や総菜を上手に使いたい
６） 調理済み食品（冷凍・冷蔵食品含む）を買う時には、産地を気にする
７） 食品の安全性が気になるので、添加物不使用のものを選ぶようにしている
８） 体型が気になるので、食事に気を使っている
９） 生活習慣病にかからないように、食事に気を使っている
１０） 旬のものを食べるようにしている
１１） 地元の食材を購入するようにしている
１２） 買い物をする時に、生産者やお店の人と話をするのは楽しみだ
１３） 食品安全に関する情報を積極的に集めるほうだ
１４） 食品の安全性が気になるので、農薬や化学肥料を使わない食品を選ぶようにしている
１５） 環境への影響が気になるので、農薬や化学肥料を使わない食品を選ぶようにしている
１６） 珍しい食品があると食べてみたくなる
１７） 普段の生活の中で食事の時間は最も楽しい時間の一つである
１８） 食事は栄養補給が目的なので、短時間で済ませたい
１９） 遺伝子組み換え技術は食品には適用すべきではない
２０） 消費者にとって望ましい組み換え技術（栄養強化等）は推進するべきだと思う
第2回目アンケート調査の概要(平成24年3月）
以下の質問に関し、「あてはまる(4)」から「あてはまらない(1)」まで4段階と「考えたことがない(0)」での回
答を依頼した。
以下の内容について質問し、「そう思う(4)」から「そう思わない(1)」までの4段階と「考えたことがない(0)」
での回答を依頼した。
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Ⅲ　リスク認知に関する質問
＊『ハザード』とは，人の健康に悪影響を及ぼす原因となる可能性のある物質および状態のこ
とです。
＊『食品のリスク』とは，ハザードが存在することによって，健康への悪影響が発生する『確率』
と『重篤度』の程度です。
１） 腸管出血性大腸菌（O157など）
２） サルモネラ属菌
３） カンピロバクター
４） 牛海綿状脳症（BSE）
５） 放射性物質
６） 残留抗菌性物質（抗生物質など）
７） クローン牛
Ⅳ　リスク管理に関する質問
1) 食品中の放射性物質の基準値の設定(福島第一原子力発電所事故以降）
2) 食品中の放射性物質の検査
３) 生食用食肉(ユッケ等）に関するリスク管理
(1)　牛肉中の以下のハザードについて、「非常に高い(5)」から「非常に低い(1)」までの5段階、「リスクは
ない(0)」及び「わからない」での回答を依頼した。
以下のリスク管理について、「非常に満足している(4)」から「満足していない(1)」までの4段階と及び「考
えたことがない(0)」での回答を依頼した。
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Ⅰ　食品に対する意識
１） 栄養が気になるので、サプリメントを利用している
２） 食品の安全性が気になるので、食品を購入する時にはお店を慎重に選ぶ
３） 栄養が偏らないようにバラエティーに富んだ食品を食べるようにしている
４） 規則正しい時間に食事をとるようにしている
５） 手間や時間を節約するために、弁当や総菜を上手に使いたい
６） 調理済み食品（冷凍・冷蔵食品含む）を買う時には、産地を気にする
７） 食品の安全性が気になるので、添加物不使用のものを選ぶようにしている
８） 体型を維持するために、食事に気を使っている
９） 生活習慣病にかからないように、食事に気を使っている
１０） 旬のものを食べるようにしている
１１） 地元の食材を購入するようにしている
１２） 買い物をする時に、生産者やお店の人と話をするのは楽しみだ
１３） 食品安全に関する情報を積極的に集めるほうだ
１４） 食品の安全性が気になるので、農薬や化学肥料を使わない食品を選ぶようにしている
１５） 環境への影響が気になるので、農薬や化学肥料を使わない食品を選ぶようにしている
１６） 珍しい食品があると食べてみたくなる
１７） 普段の生活の中で食事の時間は最も楽しい時間の１つである
１８） 食事は栄養補給が目的なので、短時間で済ませたい
１９） 遺伝子組み換え技術は食品には適用すべきではない
２０） 消費者にとって望ましい組み換え技術（栄養強化等）は推進するべきだと思う
２１） 食品事業者は、食品による健康被害をゼロにするために、可能な限りの努力をするべきだ
２２） 値段が高くても、少しでも安全性の高い食品を買いたい
２３） 価格が高くなるなら、今以上に安全性を強化する必要はない
２４） 農産物を生産販売する農家は、利用したすべての農薬と肥料を開示すべきだ
２５） 畜産農家は、その生産に使ったすべての飼料と動物医薬品を開示すべきだ
２６） 事件や事故が報道された食品は、できれば避けたい
２７） ユッケや生レバーが飲食店で提供されていたら注文したい
２８） ユッケや生レバーは飲食店で提供すべきではない
第3回目アンケート調査の概要(平成25年2月）
以下の内容について質問し、「そう思う(4)」から「そう思わない(1)」までの4段階と「考えたことがない
(0)」での回答を依頼した。
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Ⅱ　リスク認知に関する質問
＊『ハザード』とは，人の健康に悪影響を及ぼす原因となる可能性のある物質および状態
のことです。
＊『食品のリスク』とは，ハザードが存在することによって，健康への悪影響が発生する『確
率』と『重篤度』の程度です。
１） 腸管出血性大腸菌（O157など）
２） サルモネラ属菌
３） カンピロバクター
４） 牛海綿状脳症（BSE。いわゆる狂牛病）
５） 放射性物質
６） 残留抗菌性物質（抗生物質など）
７） クローン牛
８） アレルギー物質
１） 後遺症が残ったり、死にいたることがある
２） 症状が出るまでに時間がかかる
３） 激しい痛みや苦痛を伴う
４） 子供や子孫への影響の大きなリスクである
５） 健康影響について科学的に解明されていない
６） 人為的にもたらされたリスクである
７） 自然に存在するリスクである
８） 個人の努力では回避できるリスクである
９） リスクについて、十分な情報が提供されている
１０） リスクもあるがベネフィットもある
１１） 高い確率で健康に悪影響を及ぼすリスクである
Ⅲ　リスク管理に関する質問
１） 食品中の放射性物質に関するリスク管理
２） 生食用食肉(ユッケ等）に関するリスク管理
３） BSEに関するリスク管理
以下のリスク管理について、「非常に満足している(4)」から「満足していない(1)」までの4段階と及び
「考えたことがない(0)」を提示した。
(2)  日本で流通している食品中のハザードによる健康リスクがどのようなものと感じているかについ
て、「そう思う(4)」から「そう思わない(1)」まで4段階と「考えたことがない(0)」での回答を依頼した。
(1)　牛肉中の以下のハザードについて、「非常に高い(5)」から「非常に低い(1)」までの5段階、「リスク
はない(0)」及び「わからない」での回答を依頼した。
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Ⅰ　リスク認知に関する質問
１） 腸管出血性大腸菌（O157など）
２） 牛海綿状脳症（BSE。いわゆる狂牛病）
３） 放射性物質
(2)  生食肉による健康影響について、質問した。
「発熱」、「下痢」、「嘔吐」、「腎臓疾患」、「がん」、「死亡」と「健康影響は出ない」を示した。
【発熱や下痢など、すぐに症状が出る患者数】 1 年1人以下
2 ～年10人以下
3 ～年100人以下
4 ～年1,000人以下
5 ～年10,000人以下
6 年10,001人以上
【死亡者数】 1 10年1人以下
2 ～年1人以下
3 ～年10人以下
4 ～年100人以下
5 年101人以上
第4回目アンケート調査の概要(平成25年3月）
患者数
＊『ハザード』とは，人の健康に悪影響を及ぼす原因となる可能性のある物質および状態のこと
です。
＊『食品のリスク』とは，ハザードが存在することによって，健康への悪影響が発生する『確率』
と『重篤度』の程度です。
死亡者数
(1)　牛肉中の以下のハザードについて、「非常に高い(5)」から「非常に低い(1)」までの5段階、「リスクは
ない(0)」及び「わからない」での回答を依頼した。
(3)  生肉による食中毒患者数と死亡者数がどのくらい発生していると考えているかについて、以下の患
者数、死亡者数での回答を依頼した。
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Ⅱ　リスク管理に関する質問
それぞれのリスクに関する以下の対策について、重要と考える5つの対策の選択を依頼した。
１） 食品中の放射性物質のリスクに関する消費者への啓蒙活動
２） 食肉のリスクや食中毒予防を消費者に伝えるための啓蒙活動
３） 食肉のリスクや食中毒予防に関する食品等事業者への啓蒙活動
４） BSEのリスクを消費者に伝えるための啓蒙活動
５） 食品中の放射性物質に関する検査対象食品の拡充
６） 畜産物の放射性物質に関するモニタリング検査の強化
７） 水産物の放射性物質に関するモニタリング検査の強化
８） と畜場（食肉加工段階）でのBSE全頭検査の実施
９） 食肉の流通段階での微生物汚染防止対策
１０） 牛肉の生食の禁止を徹底させるための監視強化
１１） 放射性物質によって汚染された土壌の除染対策強化
１２） と畜場（食肉加工段階）での微生物汚染防止対策
１３） 農場での微生物汚染防止対策
１４） 飲食店などの微生物汚染防止対策
１５） 放射性物質による健康影響に関する調査研究
１６） 牛肉の生食を可能にするための殺菌技術の開発
１７） 牛肉輸入先のBSE発生状況や対策に関する調査
１８） 牛のBSEのワクチン開発
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Ⅰ　食品安全に関する意識
１） 食事や調理前の手洗いは食中毒予防に有効だ
２） まな板の洗浄や使い分けは食中毒予防に有効だ
３） 十分に加熱調理することで食中毒は予防できる
４） 消費者にとって望ましい遺伝子組み換え技術（アレルギー対策・栄養強化等）は推進するべきだと思う
５） 値段が高くても、少しでも安全性の高い食品を買いたい
６） ユッケや生レバーは飲食店で提供すべきではない
７） 農薬や化学肥料を使わない食品の方が安全だと思う
８） 添加物を使用していない食品の方が安心だ
９） 一般に、国産の食品は輸入品より安全だと思う
１０） 食品のリスク低減には、消費者にも責任があると思う
１１） O157に感染していても、下痢や嘔吐などの症状が出ないこともある
１２） 政府は食品安全に関する情報を十分提供している
１３） 食品事業者は食品安全に関する情報を十分提供している
Ⅱ　食品安全に関する行動
１） 栄養不足が気になるので、サプリメントを利用している
２） 栄養が偏らないようにバラエティーに富んだ食品を食べるようにしている
３） 調理済み食品（冷凍・冷蔵食品含む）を買う時には、産地・メーカーを気にする
４） 健康を維持するために、カロリーや塩分・糖分の取りすぎに気をつけている
５） 食品安全に関する情報を積極的に集めるほうだ
６） 肉を切ったまな板で、サラダ用(生食用）の野菜は切らない
７） 要冷蔵の食品を購入したら、できるだけ急いで帰宅し、冷蔵庫に保存する
８） 調理や食事の前には手洗いをしている
９） お肉は十分に加熱して食べるようにしている
１０） 消費期限を少しでも超えたものは食べないで、廃棄する
１１） 食品を購入する時には、消費期限までの日数が長いものを選ぶ
１２） 事件や事故が報道された食品は、しばらく避ける
１３） インフルエンザやノロウイルスの予防のために、帰宅後は、うがい・手洗いをする
１４） ユッケや生レバーが飲食店で提供されていたら注文する
第5回目アンケート調査の概要(平成26年2月）
以下の内容について質問し、「強くそう思う(6)」から「全くそう思わない(1)」までの6段階と「考えたこと
がない(0)」での回答を依頼した。
以下の内容について質問し、「いつもそうする(6)」から「一度もそうしたことはない(1)」までの6段階と
「考えたことがない(0)」での回答を依頼した。
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Ⅲ　リスク認知に関する質問
＊『ハザード』とは，人の健康に悪影響を及ぼす原因となる可能性のある物質および状態
のことです。
＊『食品のリスク』とは，ハザードが存在することによって，健康への悪影響が発生する
『確率』と『重篤度』の程度です。
１） 腸管出血性大腸菌（O157など）
２） サルモネラ属菌
３） カンピロバクター
４） 牛海綿状脳症（BSE。いわゆる狂牛病）
５） 放射性物質
６） 残留抗菌性物質（抗生物質など）
７） クローン牛
８） アレルギー物質
１） 後遺症が残ったり、死にいたることがある
２） 症状が出るまでに時間がかかる
３） 激しい痛みや苦痛を伴う
４） 子供や子孫への影響の大きなリスクである
５） 健康影響について科学的に解明されていない
６） 人為的にもたらされたリスクである
７） 自然に存在するリスクである
８） 個人の努力では回避できるリスクである
９） リスクについて、十分な情報が提供されている
１０） リスクもあるがベネフィットもある
１１） 高い確率で健康に悪影響を及ぼすリスクである
Ⅳ　リスク管理に関する質問
１） 政府の食品中の放射性物質に関するリスク管理
２） 政府の生食用食肉(ユッケ等）に関するリスク管理
３） 食品企業の食品中の放射性物質に関するリスク管理
４） 食品企業の生食用食肉(ユッケ等）に関するリスク管理
５） 外食の食品中の放射性物質に関するリスク管理
６） 外食の生食用食肉(ユッケ等）に関するリスク管理
以下のリスク管理について、「非常に満足している(4)」から「満足していない(1)」までの4段階と及び
「考えたことがない(0)」での回答を依頼した。
(2)  日本で流通している食品中のハザードによる健康リスクがどのようなものと感じているかについ
て、「そう思う(4)」から「そう思わない(1)」まで4段階で質問した。
(1)　牛肉中の以下のハザードについて、「非常に高い(5)」から「非常に低い(1)」までの5段階、「リス
クはない(0)」及び「わからない」での回答を依頼した。
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Ⅰ　リスク認知に関する質問
１） 腸管出血性大腸菌（O157など）
２） 牛海綿状脳症（BSE。いわゆる狂牛病）
３） 放射性物質
(2)  生食肉による健康影響について、質問した。
「発熱」、「下痢」、「嘔吐」、「腎臓疾患」、「がん」、「死亡」と「健康影響は出ない」を示した。
【発熱や下痢など、すぐに症状が出る患者数】 1 年1人以下
2 ～年10人以下
3 ～年100人以下
4 ～年1,000人以下
5 ～年10,000人以下
6 年10,001人以上
【死亡者数】 1 10年1人以下
2 ～年1人以下
3 ～年10人以下
4 ～年100人以下
5 年101人以上
第6回目アンケート調査の概要(平成26年3月）
＊『ハザード』とは，人の健康に悪影響を及ぼす原因となる可能性のある物質および状態のことです。
＊『食品のリスク』とは，ハザードが存在することによって，健康への悪影響が発生する『確率』と『重篤
度』の程度です。
(1)　牛肉中の以下のハザードについて、「非常に高い(5)」から「非常に低い(1)」までの5段階、「リスクはない
(0)」及び「わからない」での回答を依頼した。
(3)  生肉による食中毒患者数と死亡者数がどのくらい発生していると考えているかについて、以下の患者数、死
亡者数での回答を依頼した。
患者数
死亡者数
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Ⅱ　リスク管理に関する質問
それぞれのリスクに関する以下の対策について、重要と考える5つの対策の選択を依頼した。
１） 食品中の放射性物質のリスクに関する消費者への啓蒙活動
２） 食肉のリスクや食中毒予防を消費者に伝えるための啓蒙活動
３） 食肉のリスクや食中毒予防に関する食品等事業者への啓蒙活動
４） BSEのリスクを消費者に伝えるための啓蒙活動
５） 食品中の放射性物質に関する検査対象食品の拡充
６） 畜産物の放射性物質に関するモニタリング検査の強化
７） 水産物の放射性物質に関するモニタリング検査の強化
８） と畜場（食肉加工段階）でのBSE全頭検査の実施
９） 食肉の流通段階での微生物汚染防止対策
１０） 牛肉の生食の禁止を徹底させるための監視強化
１１） 放射性物質によって汚染された土壌の除染対策強化
１２） と畜場（食肉加工段階）での微生物汚染防止対策
１３） 農場での微生物汚染防止対策
１４） 飲食店などの微生物汚染防止対策
１５） 放射性物質による健康影響に関する調査研究
１６） 牛肉の生食を可能にするための殺菌技術の開発
１７） 牛肉輸入先のBSE発生状況や対策に関する調査
１８） 牛のBSEのワクチン開発
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資料 7 食品衛生監視員を対象としたアンケート調査質問事項 
 
  
Ⅰ　ハザードに関するリスク認知について
＊『ハザード』とは，人の健康に悪影響を及ぼす原因となる可能性のある物質お
よび状態のことです。
＊『食品のリスク』とは，ハザードが存在することによって，健康への悪影響が発
生する『確率』と『重篤度』の程度です。
１） 腸管出血性大腸菌（O157など）
２） サルモネラ属菌
３） カンピロバクター
４） 牛海綿状脳症（BSE）
５） 放射性物質
６） 残留抗菌性物質（抗生物質など）
７） クローン牛
（２）　１）から７）のハザードについてリスクが高いと考えるものから順位付けを依頼した。
１） 腸管出血性大腸菌（O157など）
２） サルモネラ属菌
３） カンピロバクター
４） 牛海綿状脳症（BSE）
５） 放射性物質
６） 残留抗菌性物質（抗生物質など）
７） クローン牛
（３）　順位付の結果、1位2位最下位のハザードについてその理由を質問した。
１） 上記の質問で、1位のものを2位のものよりも高くした理由を記載してください
２） 上記の質問で、2位のものを3位のものよりも高くした理由を記載してください
３） 上記の質問で、最下位としたものについて、その理由を記載してください。
Ⅱ　食品安全に関する問題意識
１） 生物学的要因に分類されるハザード(有害微生物など）と食品について
２） 化学的要因に分類されるハザード(汚染物質、残留農薬など）と食品について
３） 物理学的要因に分類されるハザード(放射性物質など）と食品について
食品衛生監視員を対象としたアンケート調査の概要
（１）　牛肉中の以下のハザードについて「リスクは非常に高い(5)」から「リスクは非常に低い
(1)」までの5ア段階、「リスクはない(0)」及び「わからない」での回答を依頼した。
今後、問題となる食品とハザードの組み合わせにはどのようなものがあると思いますか。ご自
由にご記入願います。
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Ⅲ　情報ソースに関する質問
１） 厚生労働省から提供される情報
２） 他の都道府県等から提供される情報
３） 食品安全委員会のホームページ
４） 厚生労働省のホームページ
５） 農林水産省のホームページ
６） 消費者庁のホームページ
７） 国立医薬品食品衛生研究所のホームページ
８） 国立感染症研究所のホームページ
９） メディア情報(新聞、テレビ等）
１０） 業界紙（業界新聞（みなと新聞等）、業界雑誌(月刊HACCP等）等）
１１） 食品衛生研究
１２） 学会誌(食品衛生学雑誌、日本公衆衛生雑誌、日本食品微生物学会雑誌等）
１３） 消費者等からの情報・苦情
１４） 仲間同士のメーリングリスト内での情報
１５） その他(ご自由にご記入願います）
Ⅳ　リスクコミュニケーションで意識する事
１） ハザードによる健康被害の重篤度のわかりやすい説明
２） ハザードによる健康被害の発生確率に関するわかりやすい説明
３） ハザードによる健康被害の重篤度の正確な説明
４） ハザードによる健康被害の発生確率に関する正確な説明
５） 食品のリスク管理にかかるコストとベネフィットに関するわかりやすい説明
６） 食品のリスク管理にかかるコストとベネフィットに関する正確な説明
７） フードチェーンと食品のリスクに関するわかりやすい説明
８） フードチェーンと食品のリスクに関する正確な説明
９） その他【ご自由にご記入願います。）
食品のリスク管理について食品等事業者あるいは消費者に伝える場合、にどのようなことを意
識しますか。該当するものに○をご記入願います。(複数可）
食品のリスクに関する情報をどのように入手されますか。該当するものに○をご記入願います。
(複数可）
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資料 8 リスクランキングにおける自由記述中の単語一覧 
 
分類 確率 重篤度 重篤度（遅延性）
不安
(将来) 不安 怖い
_汚染率 _急死
_蓄積されたも
の _ 影響 &  子供 _自然のもの _<悪い - 恐怖>
_確率の方 _細胞死 _長期的 _子孫 _未知
_保有率が高い _死亡率が高い _蓄積したとき _子々孫々影響 _未知数
_存在確率 _死亡する
_蓄積されるた
め _ 将来 &  影響 _残る
_感染率 _死亡するため _数十年後 _将来的 _<悪い - 不安>
_確率的
_ 生死 &  かか
わること _後世 _自然繁殖
_可能性 _死亡事故 _体内蓄積
_ 遺伝子 &  操
作
_発症率 _最悪急死 _蓄積される方 _ 体内 &  残る
_不顕性感染保
菌率 _亡くなった方 _蓄積量 _人工的
_発病率 _亡くなった人 _ 後 &  影響 _毒性を持って
_陽性率 _亡い
_蓄積されるも
の _蓄積
_死亡率 _亡くなること _後遺症 _不明だ
_発生率 _死 _発がん性 _自然界
_確率 _死亡
_がんを引き起
こす _自然
_発生頻度 _死亡事例
_がんになりや
すい _毒性が高い
_率 _死者 _発がん _毒性が強い
_発生確率 _致死率 _がん発症
_自然界にない
もの
_検出率 _死亡率 _体内
_死亡すること _自然なもの
_死亡例
_亡くなる
_死亡例がある
ため
_亡くなる方
_重症化
_重篤
_重篤さ
_重篤度
_重篤化
_重症
_重篤性
_危険度が高い
_重篤な場合
_重篤だ
_重篤になる場
合
_重篤になるこ
と
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分類
回避(自分の対
応)
情報(ニュース
等）
知識がない 表示 特に無し
_予防法 _政府基準値 _テレビ
_状況がわから
ない _産地偽装 _何となく
_除去 _対策 _衛生 _ニュース
_方法が良くわ
からない _原産地 _なんとなく
_対処法 _放射線基準 _食中毒対策 _聞いたこと
_良く分からな
い _産地のもの 特になし
_調理法 _基準 _食品衛生 _話題になる
_よくわからな
い _ 表示 &  産地
_治療法 _基準地 _管理体制 _耳
_状況がよくわ
からない _表示
_防ぎよう
_暫定基準値い
かだ _管理が難しい _新聞記事 _良く解らない _家畜産地
_熱処理
_暫定規制値の
ため _衛生管理 _tv
_良くわからな
い 不安・安心
_方法 _規制基準 _品質 _報道
_よく分からな
い _全国
_調理 _暫定基準値 _衛生的 _放送
_よくわかって
いない _外国
_治療 _規制値 _品質保持 _見聞き
_全然わからな
い _全国的
_対処 _規制 _品質管理 _メディア
_わからないた
め _広範囲
_ 手洗い &  う
がい _国内基準値 _管理状況 _聞くこと _よくわからず _地域
_予防 _暫定基準 _衛生上 _マスコミ
子供・家族へ
の影響 _世界中
_加熱処理 _検疫
_不衛生にして
いる _言葉 _生産国
_予防できるも
の _検疫体制 _検査態勢 _新聞 _ 全国 &  稲藁
_予防の仕方 _基準値 _検査段階 _聞く
_防ぐこと _安全基準値 _全品検査 _記事
_対策がよくさ
れて _検査方法 _聞くため
_輸入規制 _bse検査
_信頼性 _検査
_信用できない _事前検査
_信用 _検査体制
_信頼性がない _全頭検査
_隠ぺいされて
いる _全量検査
_信用出来ない _検査結果
_隠ぺい疑惑が
あるため
_検査されてい
る物
_信じる _検査基準値
_信頼性が著し
く低い
_信用していい
かわからない
_隠蔽している
_隠蔽工作
_管理者次第
_衛生状態
_不衛生な状態
で
_管理方法しだ
い
管理
　
